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公 告

島根県人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成16年島根県条例第74号）第４条第１号の規定により、次のと

おり公表する。

令和４年９月30日

島根県知事 丸 山 達 也
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１ 島根県の給与・定員管理等について

 総括

ア 人件費の状況（普通会計決算）

住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 (参考)
区 分

(令和４年１月１日) Ａ Ｂ Ｂ／Ａ ２年度の人件費率

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 ％ ％

年度 666,331 21.7 23.3555,639,195 14,494,926 120,622,188

イ 職員給与費の状況（普通会計決算）

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １ 人 当 た り

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費 Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 13,294 6,124 －54,808,427 7,517,713 19,084,247 81,410,387

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」については、令和３年４月１日現在の人数である。また、任期付短時間勤

務職員、再任用職員（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含まない。

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員及び再任用職員（短時間勤務）の給与費が

含まれているが、会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

ウ 特 記 事 項

特 別 職 の 職 員 の 給 与 に つ い て は 、 知 事 等 の 給 与 の 特 例 に 関 す る 条 例 （ 令 和 元 年 島 根 県

条 例 第 ４ 号 ） に 基 づ き 、 令 和 ５ 年 ４ 月 2 9日 ま で の 間 、 次 の と お り 減 額 措 置 を 行 っ て い

る 。

給料月額を算出基礎とする諸手当
区分 給料月額

（退職手当を除く ）のはね返り。

知事 10％ 10％

副知事 8％ 8％

常勤の監査委員 6％ 6％

病院事業管理者 6％ 6％

教育長 6％ 6％

エ ラスパイレス指数の状況

（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較す

るため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行

政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数である。

２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイ

レス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比

較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基

準に基づく地域手当支給率）により算出 ）。
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オ 給与改定の状況（令和３年４月１日実施）

月例給(ア)

人事委員会の報告及び勧告 (参考)

国の改定率
区 分 民間給与 公務員給与 較差 勧告 給与改定率

(令 和 ３ 年 ４
Ａ Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

月１日実施)

令 和 ３ 円 円 円 ％ ％ ％

年度 354,804 354,675 129 0.00 0.00 0.00

0.04％

（注） 「民間給与」及び「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額

をラスパイレス比較した平均給与月額である。

特別給(イ)

人事委員会の報告及び勧告 (参考)

区 分 民間の支給 公務員の 較差 勧告 年間支給月数 国の年間

割合 Ａ 支給月数 Ｂ Ａ－Ｂ 改定月数 支給月数（ ）

令 和 ３ 月 月 月 月 月 月

年度 4.01 4.10 ▲ 0.09 ▲0.10 4.00 4.45

（注） 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合 「公、

務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

カ 給与制度の総合的見直しの実施状況について

給料表の見直し(ア)

ａ 給料表の改定実施時期

平成27年４月１日

ｂ 内容

一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均約２％（最大約４％）引

下げ。激変緩和のため、５年間（令和２年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

地域手当の見直し(イ)

国と同様に見直しを実施（島根県内は支給なし 。）

その他の見直し(ウ)

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施（平成27年４月

１日実施）

 職員の平均給与月額、初任給等の状況

ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和４年４月１日現在）

一般行政職(ア)

平均給与月額
区 分 平均給料月額 平均給与月額平均年齢

（国ベース）

島根県 42.3歳 314,398円 393,936円 341,096円

国 －歳 －円 －円 －円

都道府県平均 －歳 －円 －円 －円

高等学校教育職(イ)

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

島根県 46.0歳 381,343円 431,308円

都道府県平均 －歳 －円 －円

小・中学校教育職(ウ)

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

島根県 44.5歳 360,519円 403,373円

都道府県平均 －歳 －円 －円

警察職(エ)

平均給与月額
区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

（国ベース）
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島根県 38.2歳 323,493円 425,767円 351,636円

国 －歳 －円 －円 －円

都道府県平均 －歳 －円 －円 －円

（注）１ 「平均給料月額」とは、令和４年４月１日現在における職種ごとの職員の基本給の平

均である。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、

時間外勤務手当等の全ての諸手当の額を合計したものであり 「地方公務員給与実態調、

査」において明らかにされているものである。

また 「平均給与月額（国ベース 」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務、 ）

手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ

ベースで再計算したものである。

イ 職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 島根県 国

一般行政職 大 学 卒 183,220円 182,200円

高 校 卒 151,443円 150,600円

高等学校教育職 大 学 卒 205,142円 －

小・中学校教育職 大 学 卒 205,142円 －

警 察 職 大 学 卒 212,784円 211,400円

高 校 卒 177,488円 173,400円

ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

一般行政職 大学卒 262,350円 349,458円 380,498円 397,363円

高校卒 222,885円 297,267円 355,124円 374,052円

高等学校教育職 大学卒 314,421円 396,870円 418,161円 434,189円

小・中学校教育職 大学卒 316,320円 389,631円 411,513円 424,542円

警 察 職 大学卒 287,000円 389,368円 409,090円 414,709円

高校卒 258,553円 343,110円 395,720円 405,682円

 一般行政職の級別職員数等の状況

ア 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和４年４月１日現在）

１号給の 最高号給の
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

給料月額 給料月額

人 ％
１ 級 主事、技師

566 15.4 146,918円 248,986円

人 ％
２ 級 主任主事、主任技師

430 11.7 196,594円 305,903円

人 ％
３ 級 主任

767 20.9 232,796円 351,960円

人 ％
４ 級 企画員

611 16.6 265,679円 383,133円

人 ％
５ 級 グループリーダー

748 20.3 291,322円 395,200円

人 ％
６ 級 課長

458 12.5 320,987円 412,497円

人 ％
７ 級 課長

31 0.8 364,932円 447,391円

人 ％
８ 級 次長

41 1.1 410,385円 471,224円

人 ％
９ 級 部長

24 0.7 460,967円 530,454円

（注）１ 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

２ 「職員数」は、職員の給与に関する条例（昭和26年島根県条例第１号）に基づく給
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料表の級区分による職員数である。

イ 国との給料表カーブ比較表（行政職（一 （令和４年４月１日現在）））

１級

15.4%
１級

13.5%
１級

11.3%

２級

11.7%
２級

12.0% ２級

9.8%

３級

20.9%
３級

19.3% ３級

17.9%

４級

16.6%
４級

19.4%
４級

25.2%

５級

20.3%
５級

20.6%

５級

21.4%

６級

12.5%

６級

12.6%

６級

12.0%
７級

0.8%

７級

0.8%

７級

0.7%

８級

1.1%

８級

1.1%

８級

1.1%

９級

0.7%

９級

0.6%

９級

0.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

令和４年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

6

号外第114号 島 根 県 報 令和４年９月30日



ウ 昇給への人事評価の活用状況（島根県）

 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

島 根 県 国

－
１人当たり平均支給額（令和３年度）

1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.55 月分 1.90 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.45)月分 (0.90)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 10～25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

◯ 勤勉手当への人事評価の活用状況（島根県）

イ 退職手当（令和４年４月１日現在）

島 根 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

イ．人事評価を活用している

　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

　　上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○

　　上位、標準の区分 ○

　　標準、下位の区分

　　標準の区分のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

　　活用予定時期

令和3年4月2日から令和4年4月1日
までにおける運用

管理職員 一般職員

イ．人事評価を活用している

　活用している成績率
支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

支給実績が
ある成績率

　　上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

　　上位、標準の成績率

　　標準、下位の成績率

　　標準の成績率のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

　　活用予定時期

令和3年度中における運用 管理職員 一般職員
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定年前早期退職特例措置（２～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２～45％加算）

１人当たり平均支給額

3,419千円 21,608千円

（注） 「１人当たり平均支給額」は、令和３年度に退職した職員に支給された退職手当の平均

額である。

ウ 地域手当（令和４年４月１日現在）

支 給 実 績（令和３年度） 52,778千円

764,899円支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度）

国の制度（支給率）支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数

東京都（特別区） 20％ 27人 20％

大阪府大阪市 16％ 10人 16％

愛知県名古屋市 15％ 1人 15％

広島県広島市 10％ 9人 10％

岡山県岡山市 3％ 1人 3％

上記以外の市町村 0％ 12,349人 0％

医師・歯科医師 16％ 20人 16％

平 均 支 給 率 16.6％ 16.6％

地域手当補正後ラスパイレス指数 98.5

（ラスパイレス指数） （98.5）

（注） 「国の制度（支給率 」の欄の平均支給率は、企業会計等を除く普通会計から給与を支）

給されている一般職の職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均の支給率で

ある。

エ 特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）

支給実績（令和３年度） 544,447千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 68,013円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 60.1％（ ）

手当の種類（手当数） 60

教員特殊業務手当

防疫作業等従事手当

支給職員数の多い手当 交通捜査取締手当

死体取扱手当

夜間特殊業務手当（警察業務）
代表的な手当の名称

教員特殊業務手当

教育業務連絡指導手当

支給額の多い手当 夜間特殊業務手当（警察業務）

防疫作業等従事手当

警ら手当

オ 時間外勤務手当

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 2,750,798千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 531千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 2,548,377千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 493千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は 「支給実績」と同じ年度の４月１、

日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな

い職員を除く ）であり、短時間勤務職員を含む。。

カ そ の 他 の 手 当 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）

支給職員１人
国 の 制

当たり平均支
手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 度 と の

国 の 制 度 と 支給実績

令和３年度 給年額
異 同

異 な る 内 容 （ ）

（ ）令和３年度

扶養手当 同 じ － 千 円 円配偶者 6,500円
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1,425,025 252,306子 10,000円

父母等 6,500円

特定期間（満16歳年度初めから満 22歳年

度末まで）の子の加算 5,000円

ただし、配偶者及び父母 等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同 じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 751,463 274,658

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通 機 関 利 用 者 異 な る 千 円 円交通用具の区分

定期券又は回数乗車券等の価額 1,117,874 111,121及び距離の区分

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交 通 用 具 使 用 者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,600円

自 動 四 輪 車 以 外 の 場 合 は 半 額

単 身 赴 支給額 30,000円 異 な る 加算額が異な 千 円 円

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に 293,407 438,575

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～70,000 より8,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異 な る 支給対象及び 千 円 円

調 整 手 給 支給額が異な 65,437 1,148,013

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円 る。

管 理 職 国：俸給の特 千 円 円給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別

手 当 別調整額とし 930,888 664,920の 定 額

て支給支 給 額 41,600円 ～ 130,300円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同 じ － 千 円 円

務 手 当 に勤務する職員に支給 173,273 473,422

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同 じ － 千 円 円

務 手 当 って住居を移転した職員に支給 81,402 210,887

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

へ き 地 へき地学校等に勤務する教職員に支給 千 円 円

手 当 支給額 282,146 375,194

給料及び扶養手当の月額×４％～25％

へ き 地 へき地学校 へき地学校に準ずる学校等に異動し 千 円 円、 、

手 当 に 当該異動に伴って住居を移転した職員に支給 35,890 154,036

準 ず る 支給額 給料及び扶養手当の月額×２％～４％

手 当

定 時 制 高等学校で定時制又は通信制の課程の教育に従事 千 円 円

通 信 教 する教育職員に支給（実績に基づき支給） 8,391 116,537

育 手 当 支給額 定時制（夜間） １日 900円

通信制（日曜日）１日 2,400円
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産 業 教 高等学校の農業、水産又は工業に関する実習授業 千 円 円

育 手 当 等に従事する教育職員に支給 実績に基づき支給 18,815 85,914（ ）

支給額 実習を伴う授業 授業１時間 300円

週休日等に行われる業務

１日 600円又は1,200円

義 務 教 小・中・高・特別支援学校に勤務する教育職員に 千 円 円

育 等 教 支給 437,726 66,941

員 特 最高支給限度額 8,000円

別 手 当

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 219,345 83,306

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 66,790 66,591

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同 じ － 千 円 円

手 当 2,200円～21,000円 378,097 184,348

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同 じ － 千 円 円

員 特 別 り勤務した管理職員に支給 13,768 42,891

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

農 林 漁 農・林・水産業等に関する専門の事項について、 千円 円

業 普 及 調査研究を行う職員並びに技術及び知識の普及指 30,682 194,189

指 導 手 導を行う職員に支給

当 支給額 給料月額×6/100

災 害 派 災害応急対策又は災害復旧のため国又は他の地方 実 績 な し 実 績 な し

遣 手 当 公共団体等から派遣された職員に支給

支給額(１日につき） 3,970円～6,620円

武 力 攻 武力攻撃事態等に至った際、国民保護のための措 実 績 な し 実 績 な し

撃 災 害 置の実施のため国又は他の地方公共団体等から派

等 派 遣 遣された職員に支給

手 当 支給額（１日につき） 3,970円～6,620円

新 型 イ 実 績 な し 実 績 な し新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施のため

国又は他の地方公共団体等から派遣された職員にン フ ル

支給エ ン ザ

支給額(１日につき） 3,970円～6,620円等 緊 急

事 態 派

遣 手 当

 特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 給 料 月 額 等

給 知 事 1,116,000 （1,240,000円）円

副 知 事 892,400円 （ 970,000円）料

報 議 長 940,000円

副 議 長 820,000円
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酬 議 員 760,000円

知 事 （ 年度支給割合）
期

令和３

副 知 事 3.10月分
末

議 長 （ 年度支給割合）
手

令和３

副 議 長 3.10月分
当

議 員

退 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

124万円×在職月数×0.494 2,940.29万円 任期毎職 知 事

97万円×在職月数×0.349 1,624.94万円 任期毎手 副 知 事

当 備 考 知事について10％、副知事については５％のカットを実施

（注）１ 「給料」及び「報酬」の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。

２ 「退職手当」の「 １期の手当額 」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、（ ）

１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。

 職員数の状況

ア 部門別職員数の状況と主な増減理由

（単位：人 （各年４月１日現在））

主 な 増 減 理 由区 分 職 員 数 対 前 年

部 門 令和４年 令和３年 増 減 数

一 議 会 21 22 ▲ 1

総 務 550 543 7

般 税 務 106 106 0

普 民 生 252 249 3

行 衛 生 498 470 28 新型コロナウイルス体制強化による増

通 労 働 53 52 1

政 農林水産 890 896 ▲ 6

会 商 工 185 187 ▲ 2

部 土 木 795 782 13 災害対応による増

計 計

（参考：人口10万当たり職員数 502.75人）門 3,350 3,307 43

部 教育部門

7,506 7,528 ▲ 22 生徒数減による収用定員の減

門 警察部門

1,813 1,820 ▲ 7

小 計

（参考：人口10万当たり職員数1,901.31人）12,669 12,655 14

公 病 院 1,172 1,151 21 看護師等の増

営 水 道 24 23 1

企会 下水道 19 20 ▲ 1

業計 その他 71 71 0

等部 小 計

門 1,286 1,265 21

合 計

13,955 13,920 35

（参考：人口10万当たり職員数2,094.30人）[15,396] [15,363] [ 33]

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

３ 令和４年の職員数には臨時職員589人（教育部門）を含まない。
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イ 年齢別職員構成の状況（令和４年４月１日現在）

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

区 分 計

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
職員数

74 698 1,277 1,323 1,312 1,136 1,157 1,385 1,654 1,695 1,659 585 13,955

ウ 職員数の推移

（単位：人・％）

年 度 平成 平成 令和 令和 令和 令和 過去５年間の

部門別 29年 30年 元年 ２年 ３年 ４年 増減数（率）

一般行政 3,260 3,268 3,288 3,270 3,307 3,350 90（ 2.8%）

教育 7,554 7,470 7,451 7,450 7,528 7,506 ▲ 48（▲0.6%）

警察 1,825 1,831 1,835 1,832 1,820 1,813 ▲ 12（▲0.7%）

消防

普通会計計 12,639 12,569 12,574 12,552 12,655 12,669 30（ 0.2%）

公営企業等会計計 1,194 1,232 1,283 1,266 1,265 1,286 92（ 7.7%）

総合計 13,833 13,801 13,857 13,818 13,920 13,955 122（ 0.9%）

（注）１ 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

２ 令和４年には臨時職員589人（教育部門）を含まない。

 公営企業職員の状況

ア 企業局

総括(ア)

ａ 定員適正化目標

平成17年度策定の「企業局経営計画」の中で、平成22年までに10％程削減する計画につい

て達成した。

水道事業(イ)

ａ 職員給与費の状況

決算(ａ)
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(参考)
総費用に占める

総費用 純損益又は 職員給与費 令和２年度の総費用
区 分 職員給与費比率

Ａ 実質収支 Ｂ に占める職員給与費
Ｂ／Ａ

比率

令 和 ３ 千円 千円 千円 ％ ％

年度 1,932,526 18,645 154,171 8.0 8.5

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １人当たり

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 19 71,519 16,328 24,771 112,618 5,927 －

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、令和４年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

水道事業 43.9歳 310,821円 455,723円

（参考）一般行政職 42.3歳 323,714円 498,849円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当(ａ)

島 根 県 （ 水 道 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,304千円 1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.25 月分 1.75 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (0.95)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（令和４年４月１日現在）(ｂ)

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（ ） （ ）定年前早期退職特例措置 ２～20％加算 定年前早期退職特例措置 ２～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額22,939千円

3,419千円 21,608千円

（注） 「島根県（企業局職員 」の「１人当たり平均支給額」は、令和元年度から令和）

３年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気

事業職員に支給された退職手当の平均額である 「島根県」の「１人当たり平均支。

給額」は、令和３年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

地域手当（令和４年４月１日現在）(ｃ)

支給対象なし

特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）(ｄ)
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支給総額（令和３年度） 513千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 39,462円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 68.4％（ ）

手当の種類（手当数） ５

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当 防疫作業等従事手当

時間外勤務手当(ｅ)

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 5,546千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 326千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 5,322千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 313千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 「 支 給 実 績 」 と 同、

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く ） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員。

を 含 む 。

そ の 他 の 手 当 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）(ｆ )

支給職員１人当
国 の 制 支給実績

たり平均支給年
手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 度 と の

国 の 制 度 と
（ 令 和 ３ 年

（ 令 和 ３
異 同

異 な る 内 容
度）

額

年 度）

扶養手当 同 じ － 千 円 円配 偶 者 6,500円

2,939 293,900子 10,000円

父 母 等 6,500円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ） の 子 の 加 算 5,000円

ただし、配偶者及び父母 等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同 じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 646 215,300

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通 機 関 利 用 者 異 な る 千 円 円交通用具の区分

定期券又は回数乗車券等の価額 2,741 144,282及び距離の区分

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交 通 用 具 使 用 者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,600円

自 動 四 輪 車 以 外 の 場 合 は 半 額

単 身 赴 支給額 30,000円 異 な る 加算額が異な 千 円 円

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に 816 408,000

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～58,000 より8,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異 な る 支給対象及び 実 績 な し 実 績 な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円 る。

管 理 職 国：俸給の特 千 円 円給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別
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手 当 別調整額とし 1,627 813,600の 定 額

て支給支 給 額 41, 600円 ～ 130,300円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 921 92,105

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 579 96,578

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額(勤務１回につき） 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

手 当 2,200円～21,000円

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

員 特 別 り勤務した管理職員に支給

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

工業用水道事業(ウ)

ａ 職員給与費の状況

決算(ａ)

(参考)
総費用に占める

総費用 純損益又は実 職員給与費 令 和 ２ 年 度 の 総 費
区 分 職員給与費比率

Ａ 質収支 Ｂ 用 に 占 め る 職 員 給
Ｂ／Ａ

与費比率

令 和 ３ 千円 千円 千円 ％ ％

年度 187,852 19,297 22,422 11.9 16.3

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １人当たり

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 4 11,867 2,978 4,083 18,928 4,732 －

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、令和４年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

工業用水道事業 33.3歳 265,604円 429,032円

（参考）一般行政職 42.3歳 323,714円 498,849円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。
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ｃ 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当(ａ)

島根県（工業用水道事業） 島 根 県

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,021千円 1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.25 月分 1.75 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (0.95)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（令和４年４月１日現在）(ｂ)

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（ ） （ ）定年前早期退職特例措置 ２～20％加算 定年前早期退職特例措置 ２～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額22,939千円

3,419千円 21,608千円

（注） 「島根県（企業局職員 」の「１人当たり平均支給額」は、令和元年度から令和）

３年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気

事業職員に支給された退職手当の平均額である 「島根県」の「１人当たり平均支。

給額」は、令和３年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

地域手当（令和４年４月１日現在）(ｃ)

支給対象なし

特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）(ｄ)

支給総額（令和３年度） 490千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 122,500円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 100.0％（ ）

手当の種類（手当数） ５

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当 防疫作業等従事手当

時間外勤務手当(ｅ)

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 677千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 169千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 947千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 237千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 「 支 給 実 績 」 と 同、

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く ） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員。

を 含 む 。

そ の 他 の 手 当 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）(ｆ )

支給職員１人当
国 の 制 支給実績

たり平均支給年
手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 度 と の

国 の 制 度 と
（ 令 和 ３ 年

（ 令 和 ３
異 同

異 な る 内 容
度）

額
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年 度）

扶養手当 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し配 偶 者 6,500円

子 10,000円

父 母 等 6,500円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ） の 子 の 加 算 5,000円

ただし、配偶者及び父母 等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同 じ － 千 円 円

255 127,500家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通 機 関 利 用 者 異 な る 千 円 円交通用具の区分

定期券又は回数乗車券等の価額 489 163,100及び距離の区分

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交 通 用 具 使 用 者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,600円

自 動 四 輪 車 以 外 の 場 合 は 半 額

単 身 赴 支給額 30,000円 異 な る 加算額が異な 実 績 な し 実 績 な し

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～70,000 より8,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異 な る 支給対象及び 実 績 な し 実 績 な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円 る。

管 理 職 国：俸給の特 実 績 な し 実 績 な し給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別

手 当 別調整額としの 定 額

て支給支 給 額 41, 600円 ～ 130,300円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 496 165,343

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 570 190,063

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し
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手 当 2,200円～21,000円

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

員 特 別 り勤務した管理職員に支給

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

電気事業(エ)

ａ 職員給与費の状況

決算(ａ)

(参考)
総費用に占める

総費用 純損益又は実 職員給与費 令和２年度の総費
区 分 職員給与費比率

Ａ 質収支 Ｂ 用に占める職員給
Ｂ／Ａ

与費比率

令 和 ３ 千円 千円 千円 ％ ％

年度 2,533,338 658,675 501,812 19.8 18.7

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費8,669千円を含まない。

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １人当たり

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 61 238,387 57,520 86,919 382,826 6,276 －

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、令和４年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

電気事業 43.2歳 333,841円 508,147円

（参考）一般行政職 42.3歳 323,714円 498,849円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当(ａ)

島 根 県 （ 電 気 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,425千円 1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.25 月分 1.75 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (0.95)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（令和４年４月１日現在）(ｂ)

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分
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最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（ ） （ ）定年前早期退職特例措置 ２～20％加算 定年前早期退職特例措置 ２～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額22,939千円

3,419千円 21,608千円

（注） 「島根県（企業局職員 」の「１人当たり平均支給額」は、令和元年度から令和）

３年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気

事業職員に支給された退職手当の平均額である 「島根県」の「１人当たり平均支。

給額」は、令和３年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

地域手当（令和４年４月１日現在）(ｃ)

支 給 実 績（令和３年度） 659千円

659,136円支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度）

国の制度（支給率）支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数

東京都（特別区） 20％ 1人 20％

特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）(ｄ)

支給総額（令和３年度） 1,240千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 30,244円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 67.2％（ ）

手当の種類（手当数） ５

手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当 防疫作業等従事手当

時間外勤務手当(ｅ)

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 16,266千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 332千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 16,450千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 323千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 「 支 給 実 績 」 と 同、

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く ） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員。

を 含 む 。

そ の 他 の 手 当 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）(ｆ )

支給職員１人当
国 の 制 支給実績

たり平均支給年
手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 度 と の

国 の 制 度 と
（ 令 和 ３ 年

（ 令 和 ３
異 同

異 な る 内 容
度）

額

年 度）

扶養手当 同 じ － 千 円 円配 偶 者 6,500円

6,865 208,030子 10,000円

父 母 等 6,500円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ） の 子 の 加 算 5,000円

ただし、配偶者及び父母 等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同 じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 2,990 249,170

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通 機 関 利 用 者 異 な る 千 円 円交通用具の区分
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定期券又は回数乗車券等の価額 7,524 167,191及び距離の区分

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交 通 用 具 使 用 者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,600円

自 動 四 輪 車 以 外 の 場 合 は 半 額

単 身 赴 支給額 30,000円 異 な る 加算額が異な 千 円 円

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に 2,592 518,400

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～70,000 より5,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異 な る 支給対象及び 実 績 な し 実 績 な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円 る。

管 理 職 国：俸給の特 千 円 円給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別

手 当 別調整額とし 7,660 766,000の 定 額

て支給支 給 額 41, 600円 ～ 130,300円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 1,739 79,048

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 1,380 65,691

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

手 当 2,200円～21,000円

千 円 円管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同 じ －

164 27,333員 特 別 り勤務した管理職員に支給

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

宅地造成事業(オ)

ａ 職員給与費の状況

決算(ａ)

(参考)
総費用に占める

総費用 純損益又は実 職員給与費 令和２年度の総費
区 分 職員給与費比率

Ａ 質収支 Ｂ 用に占める職員給
Ｂ／Ａ

与費比率
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令 和 ３ 千円 千円 千円 ％ ％

年度 286,554 338,566 0 0 0

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費3,668千円を含まない。

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １人当たり

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 1 2,396 137 510 3,043 3,043 －

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、令和４年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

宅地造成事業 －歳 －円 －円

（参考）一般行政職 42.3歳 323,714円 498,849円

（注）１ 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

２ 対象者なし。

ｃ 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当(ａ)

島 根 県 （ 宅 地 造 成 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

510千円 1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.25 月分 1.75 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (0.95)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

(注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（令和４年４月１日現在）(ｂ)

島 根 県 （ 企 業 局 職 員 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（ ） （ ）定年前早期退職特例措置 ２～20％加算 定年前早期退職特例措置 ２～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額22,939千円

3,419千円 21,608千円

（注） 「島根県（企業局職員 」の「１人当たり平均支給額」は、令和元年度から令和）

３年度までの間に勧奨又は定年により退職した水道事業、工業用水道事業及び電気

事業職員に支給された退職手当の平均額である 「島根県」の「１人当たり平均支。

給額」は、令和３年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

地域手当（令和４年４月１日現在）(ｃ)

支給対象なし

特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）(ｄ)

支給総額（令和３年度） 3千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 3,000円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 100.0％（ ）

手当の種類（手当数） ５
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手当の名称 特殊現場作業従事手当 水質検査業務従事手当 用地等交

渉手当 夜間特殊業務手当 防疫作業等従事手当

時間外勤務手当(ｅ)

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 134千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 134千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 54千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 54千円

（ 注 ） 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 額 を 算 出 す る 際 の 職 員 数 は 「 支 給 実 績 」 と 同、

じ 年 度 の ４ 月 １ 日 現 在 の 総 職 員 数 （ 管 理 職 員 、 教 育 職 員 等 、 制 度 上 時 間 外

勤 務 手 当 の 支 給 対 象 と は な ら な い 職 員 を 除 く ） で あ り 、 短 時 間 勤 務 職 員。

を 含 む 。

そ の 他 の 手 当 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）(ｆ )

支給職員１人当
国 の 制 支給実績

たり平均支給年
手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 度 と の

国 の 制 度 と
（ 令 和 ３ 年

（ 令 和 ３
異 同

異 な る 内 容
度）

額

年 度）

扶養手当 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し配 偶 者 6,500円

子 10,000円

父 母 等 6,500円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ） の 子 の 加 算 5,000円

ただし、配偶者及び父母 等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通 機 関 利 用 者 異 な る 実 績 な し 実 績 な し交通用具の区分

及び距離の区分定期券又は回数乗車券等の価額

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交 通 用 具 使 用 者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,600円

自 動 四 輪 車 以 外 の 場 合 は 半 額

単 身 赴 支給額 30,000円 異 な る 加算額が異な 実 績 な し 実 績 な し

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～70,000 より5,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異 な る 支給対象及び 実 績 な し 実 績 な し

調 整 手 給 支給額が異な

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円 る。

管 理 職 国：俸給の特 実 績 な し 実 績 な し給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別

手 当 別調整額としの 定 額

て支給支 給 額 41, 600円 ～ 130,300円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の
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月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異 な る 勤務１時間当 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額

の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異 な る 勤務１時間当 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額（勤務１回につき） 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

手 当 2,200円～21,000円

実 績 な し 実 績 な し管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同 じ －

員 特 別 り勤務した管理職員に支給

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

イ 病院局

総括(ア)

a 定員適正化目標

今後の医療情勢を踏まえ、より適切な医療を提供するために必要とする職員を、経営状況

を勘案しながら適切に確保する。

病院事業(イ)

ａ 職員給与費の状況

決算(ａ)

(参考)
総費用に占める

総費用 純損益又は実 職員給与費 令和２年度の総費
区 分 職員給与費比率

Ａ 質収支 Ｂ 用に占める職員給
Ｂ／Ａ

与費比率

令 和 ３ 千円 千円 千円 ％ ％

年度 805,696 9,962,663 44.4 43.822,431,716

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １人当たり

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 1,056 7,913,011 7,493 －4,135,178 2,715,513 1,062,320

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、令和４年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

医 師 45.0歳 568,149円 1,381,638円

看 護 師 36.8歳 306,687円 463,231円

事務職員 35.1歳 263,251円 378,689円

23

号外第114号 島 根 県 報 令和４年９月30日



（参考）一般行政職 42.3歳 323,714円 498,849円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当(ａ)

島 根 県 （ 病 院 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,213千円 1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.25 月分 1.75 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (0.95)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％

管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（令和４年４月１日現在）(ｂ)

島 根 県 （ 病 院 事 業 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（ ） （ ）定年前早期退職特例措置 ２～20％加算 定年前早期退職特例措置 ２～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

1,364千円 19,746千円 3,419千円 21,608千円

（注） 「島根県（病院事業 」の「１人当たり平均支給額」は、令和３年度に退職した）

病院事業職員に支給された退職手当の平均額である 「島根県」の「１人当たり平。

均支給額」は、令和３年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

地域手当（令和４年４月１日現在）(ｃ)

支 給 実 績（令和３年度） 155,763千円

875,070円支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度）

一般行政職の制度（支給率）支給対象地域・職種 支給率 支給対象職員数

医師・歯科医師 16％ 162人 0％

県内全市町村 0％ 935人 0％

特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）(ｄ)

支給総額（令和３年度） 329,131千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 320,790円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 89.2％（ ）

手当の種類（手当数） 11

手当の名称 有害物取扱手当 特殊現場作業従事手当 特殊自動車等運転

手当 防疫作業等従事手当 死体取扱手当 精神保健業務手

当 夜間特殊業務手当 放射線取扱業務等従事手当 機能回

復訓練従事手当 病院業務従事手当 航空業務従事手当

時間外勤務手当(ｅ)

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 731,234千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 691千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 633,780千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 601千円
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（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は 「支給実績」と同じ年度の、

４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対

象とはならない職員を除く ）であり、短時間勤務職員を含む。。

そ の 他 の 手 当 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ）(ｆ )

支給職員１人当
国 の 制 支給実績

たり平均支給年
手 当 名 内 容 及 び 支 給 単 価 度 と の

国 の 制 度 と
（ 令 和 ３ 年

（ 令 和 ３
異 同

異 な る 内 容
度）

額

年 度）

扶養手当 同 じ － 千 円 円配 偶 者 6,500円

114,194 233,526子 10,000円

父 母 等 6,500円

特 定 期 間 (満 1 6歳 年 度 初 め か ら 満 2 2

歳 年 度 末 ま で ） の 子 の 加 算 5,000円

ただし、配偶者及び父母 等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同 じ － 千 円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 110,871 275,799

家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交 通 機 関 利 用 者 異 な る 千 円 円交通用具の区分

定期券又は回数乗車券等の価額 55,479 67,085及び距離の区分

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交 通 用 具 使 用 者

２キロ～78キロ以上

2,100円～ 42,600円

自 動 四 輪 車 以 外 の 場 合 は 半 額

千 円 円単 身 赴 支給額 30,000円 異 な る 加算額が異な

912 456,000任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ る（国:距離に

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～70,000 より8,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異 な る 支給対象及び 千 円 円

調 整 手 給 支給額が異な 613,923 3,528,295

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円 る。

管 理 職 国：俸給の特 千 円 円給 料 表 別 ・ 職 務 の 級 別 ・ 支 給 区 分 別

手 当 別調整額とし 43,426 886,237の 定 額

て支給支 給 額 41, 600円 ～ 146,400円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同 じ － 実 績 な し 実 績 な し

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 与額×135/100 たりの給与額 29,762 87,025
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の算出方法が

異なる。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異 な る 勤務１時間当 千 円 円

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 たりの給与額 83,780 115,878

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 の算出方法が

与額×25/100 異なる。

宿 日 直 支給額(勤務１回につき） 同 じ － 千 円 円

手 当 2,200円～21,000円 36,422 172,617

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同 じ － 千 円 円

員 特 別 り勤務した管理職員に支給 324 32,400

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

ウ 下水道推進課

下水道事業(ｱ)

ａ 職員給与費の状況

決算(ａ)

(参考)
総費用に占める

総費用 純損益又は実 職員給与費 令和２年度の総費
区 分 職員給与費比率

Ａ 質収支 Ｂ 用に占める職員給
Ｂ／Ａ

与費比率

令 和 ３ 千円 千円 千円 ％ ％

年度 4,447,571 174,713 114,228 2.6 2.5

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費65,901千円を含まない。

（参考）都道府県平均
区 分

職員数 給 与 費 １人当たり

１人当たり給与費Ａ 給 料 職員手当 ･ 計 Ｂ 給与費Ｂ／Ａ期末 勤勉手当

令 和 ３ 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

年度 20 81,978 17,584 40,146 139,708 6,985 －

（注）１ 「職員手当」には、退職手当を含まない。

２ 「職員数」は、令和４年３月31日現在の人数である。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和４年４月１日現在）

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

下水道事業 46.6歳 351,383円 535,931円

（参考）一般行政職 42.3歳 323,714円 498,849円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

ｃ 職員の手当の状況

期末手当・勤勉手当(ａ)

島 根 県 （ 下 水 道 事 業 ） 島 根 県

１人当たり平均支給額（令和３年度） １人当たり平均支給額（令和３年度）

1,451千円 1,363千円

（令和３年度支給割合） （令和３年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.25 月分 1.75 月分 2.25 月分 1.75 月分

(1.15)月分 (0.95)月分 (1.15)月分 (0.95)月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 ５～20％ 役職加算 ５～20％
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管理職加算 15～25％ 管理職加算 15～25％

（注) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

退職手当（令和４年４月１日現在）(ｂ)

島 根 県 （ 下 水 道 事 業 ） 島 根 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分

最高限度額 47.709月分 47.709月分 最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（ ） （ ）定年前早期退職特例措置 ２～20％加算 定年前早期退職特例措置 ２～20％加算

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額－千円

3,419千円 21,608千円

（注） 「島根県（下水道事業 」の「１人当たり平均支給額」は、対象人数が３人のた）

め、個人情報保護の観点から「－」としている 「島根県」の「１人当たり平均支。

給額」は、令和３年度に退職した全職種の職員の退職手当の平均額である。

地域手当（令和４年４月１日現在）(ｃ)

支給対象なし

特殊勤務手当（令和４年４月１日現在）(ｄ)

支給総額（令和３年度） 23千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 3,286円

職員全体に占める手当支給職員の割合 令和３年度 31.8％（ ）

手当の種類（手当数） ３

手当の名称 特殊現場作業従事手当 特殊環境施設業務従事手当 防疫

作業等従事手当

時間外勤務手当(ｅ)

支 給 実 績 （ 令 和 ３ 年 度 ） 8,008千円

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度） 449千円

支 給 実 績 （ 令 和 ２ 年 度 ） 11,635千円

職員１人当たり平均支給年額（令和２年度） 646千円

（注） 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は 「支給実績」と同じ年度の、

４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対

象とはならない職員を除く ）であり、短時間勤務職員を含む。。

その他の手当（令和４年４月１日現在）(ｆ)

支給職員１人当
国 の 制 支給実績

たり平均支給年
手当名 内容及び支給単価 度 と の

国の制度と
（ ）令和３年度

（令和３年
異同

異なる内容 額

度）

扶養手当 同じ － 千円 円配偶者 6,500円

3,408 309,818子 10,000円

父母等 6,500円

特定期間(満16歳年度初めから満22歳年

度末まで）の子の加算 5,000円

ただし、配偶者及び父母等の支給額は、

行政職給料表８級職員にあっては、3,500

円とし、同給料表９級職員にあっては、

支給しない（行政職給料表８級及び行政

職給料表９級には、これらに相当する職

務の級を含む 。。）

住居手当 借家・借間居住者 同じ － 千円 円

家賃23,000円以下の場合 家賃－12,000円 1,290 322,500
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家賃23,000円を超える場合

11,000円＋1/2×(家賃－23,000円)

通勤手当 交通機関利用者 異なる 千円 円交通用具の区分

定期券又は回数乗車券等の価額 1,902 126,800及び距離の区分

最高支給限度額 55,000円 。が異なる

交通用具使用者

２キロ～78キロ以上

2,100円～42,600円

自動四輪車以外の場合は半額

単 身 赴 支給額 30,000円 異なる 加算額が異なる 実績なし 実績なし

任 手 当 ただし、職員の住居と配偶者の住居間の距離が80キ （国:距離によ

ロ以上の場合加算（距離により5,000円～70,000 り8,000円～

円） 70,000円 。）

初 任 給 医師、歯科医師、獣医師等採用の困難な職種に支 異なる 支給対象及び支 実績なし 実績なし

調 整 手 給 給額が異なる。

当 支給額(月額) 2,000円～414,800円

管 理 職 国：俸給の特別 千円 円給料表別・職務の級別・支給区分別の

手 当 調整額として支 698,400定額 1,397

給支給額 41,600円～146,400円

特 地 勤 離島その他の生活の不便な地に所在する特地公署 同じ － 実績なし 実績なし

務 手 当 に勤務する職員に支給

支給額 (特地公署異動時の給料及び扶養手当の

月額×1/2＋その月の給料及び扶養手当の月額

×1/2)×４％～16％

特 地 勤 特地公署又は準特地公署に異動し、当該異動に伴 同じ － 実績なし 実績なし

務 手 当 って住居を移転した職員に支給

に 準 ず 支給額 異動時の給料及び扶養手当の月額×２％

る 手 当 ～６％

休 日 勤 支給額 休日勤務時間数×勤務１時間当たりの給 異なる 勤務１時間当た 千円 円

務 手 当 与額×135/100 りの給与額の算 152 15,175

出方法が異な

る。

夜 間 勤 正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５ 異なる 勤務１時間当た 実績なし 実績なし

務 手 当 時までの間に勤務した時支給 りの給与額の算

支給額 夜間勤務時間数×勤務１時間当たりの給 出方法が異な

与額×25/100 る。

宿 日 直 支給額(勤務１回につき） 同じ － 千円 円

手 当 2,200円～21,000円 4 4,400

管 理 職 災害への対処その他の臨時又は緊急の必要等によ 同じ － 千円 円

6,000員 特 別 り勤務した管理職員に支給 6

勤 務 手 週休日又は休日に勤務した場合

当 支給額（勤務１回につき） 4,000円～12,000円

（実働時間が６時間を超える場合 6,000円～

18,000円）

平日の午前０時から午前５時までの間に勤務した

場合

支給額（勤務１回につき） 2,000円～6,000円

 退職者（管理職）の再就職状況

令和３年度末退職者（管理職）の再就職の状況

左のうち再就職した者

島根県に再就職した者 島根県以外に再就職した者
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区分 退職者数 合計 再 任 用 職 会 計 年 度 臨時的任 民 間 企 業 国 ・ 他 の 公共的団

員 任用職員 用職員 等 地 方 公 共 体等

団体

一般職員 90 67 29 0 0 30 0 8

教育職員 13 12 6 5 0 1 0 0

警察職員 8 8 0 0 0 7 0 1

計 111 87 35 5 0 38 0 9

（注）１ 「管理職」とは、退職時に課長級以上の職にあった職員

２ 「島根県以外に再就職した者」は、令和４年５月31日時点で民間企業等、国・他の地方

公共団体及び公共的団体等に再就職したとして届出があった者

３ 「再任用職員」とは、地方公務員法第28条の４又は第28条の５の規定により再度任用さ

れた者

４ 「会計年度任用職員」とは、地方公務員法第22条の２の規定により任用された者

５ 「臨時的任用職員」とは、地方公務員法第22条の３の規定により任用された者

６ 「国・他の地方公共団体」へ再就職した者には、国又は他の地方公共団体との人事交流

のため退職し、再就職した者は除く。

７ 「公共的団体等」とは、公益的法人、社会福祉法人等の民間企業等及び国・他の地方公

共団体以外の団体

８ 「一般職員」とは、教育職員及び警察職員を除く職員
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２ 職員の勤務条件等について 

職員の勤務時間 

ア 職員の勤務時間（標準）

１週間の正規

の勤務時間 

１日の正規の

勤務時間 
開始時刻 終了時刻 休憩時間 休息時間 

38 時間 45分 ７時間 45分 8:30 17:15 12:00～13:00 

（参考） 職員の勤務時間に関する条例（昭和27年島根県条例第９号）、職員の勤務時間に関する規則（平成元年島根県人事委員会 

規則第５号）、職員の勤務時間に関する規程（平成元年島根県訓令第５号）及び職員の勤務時間に関する規程（平成４年島根県教育

委員会訓令第５号）（知事部局等、教育委員会、警察本部） 

イ 休暇の概要 

種 類 概                要 

年次有給休暇 

１年（※暦年）につき 20日 

年末に年次有給休暇の使用残日数があるときは、20 日を限度として翌年に繰り越

すことができる。 

公務傷病等休暇 
職員が公務上又は通勤により負傷し、疾病にかかった場合において任命権者が療

養を必要と認めたときは、その療養期間中は有給休暇 

私傷病休暇 

職員が負傷し、又は疾病にかかった場合において、任命権者が療養を必要と認め

たときは、結核性疾患１年、人事委員会規則で定める特定の疾患 180 日、その他の

疾患 90日の期間は有給休暇 

夏季休暇 6 月から 10月までの間に４日以内 

生理休暇 
生理日の就業が著しく困難な職員は、２日を超えない範囲内で生理休暇の取得が

可能 

産前産後休暇 

産前：８週間（多胎妊娠の場合にあっては、14 週間）以内に出産する予定である女

子職員が請求した場合 → 出産の日までの請求した期間 

産後：女子職員が出産した場合 → 出産日の翌日から８週間を経過する日までの

期間 

慶弔休暇 
本人の結婚：７日以内 妻の出産：３日以内 忌引：配偶者 10日以内、父母７日以

内（血族）等 父母、配偶者及び子の祭日：年各々１日 

介護休暇 

職員が、親族で負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むの

に支障がある者の介護をするため、介護を要する一の継続する状態ごとに、３回を

超えず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する期間内において必要と認

められる期間で介護休暇を受けることができる。休暇期間中の給与は減額 

介護時間 
 介護を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間内において、１

日につき２時間を超えない範囲内で取得可能 

特別休暇 

特別休暇は、風水震火災その他の天災地変による職員の現住居の滅失又は破壊、

生後３年に達しない子を育てる場合（育児時間）等、特定の事由がある場合に限っ

て与える 
 （参考） 職員の休日及び休暇に関する条例（昭和27年島根県条例第10号）、職員の休日及び休暇に関する規則（昭和27年島根県 

人事委員会規則第４号）、島根県企業局職員就業規程（昭和48年公営企業管理規程第２号）、島根県病院局職員就業規程（平成19 

年島根県病院局管理規程第８号）、県立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する条例（昭和31年島根県条例第36号）及び県

立高等学校等の教育職員の休日及び休暇に関する規則（昭和31年島根県人事委員会規則第11号） 

ウ 特別休暇の種類（主なもの） 

種  類 付与日数 

骨髄提供のための休暇 必要と認める期間 

ボランティア休暇 ５日以内 

育児時間 
満１歳まで１日 120 分以内、満１歳～３歳まで 60 分以内（30

分を単位として２回に分けて取得可） 

男性職員の育児参加のための休暇 ５日以内 

子の看護のための休暇 
５日以内（中学校就学の始期に達するまでの子を複数養育する

場合は 10日以内） 

短期の介護休暇 ５日以内(要介護者が 2人以上の場合は、10日以内) 

妊娠障害（つわり） １０日以内 
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職員の分限及び懲戒処分の状況 
（注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

ア 分限処分者数 

 知事部局等 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失職 

勤務実績がよくない場合 

（地公法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 

（地公法第 28条第 1項第 2号） 

（地公法第 28条第 2項第 1号） 

0 0 98 0 98 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 98 0 98  

地公法第 28 条第４項による失職      0 

 教育委員会 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失職 

勤務実績がよくない場合 

（地公法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 

（地公法第 28条第 1項第 2号） 

（地公法第 28条第 2項第 1号） 

0 1 116 0 117 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

その他 0 0 1 0 1 

合 計 0 1 117 0 118 

地公法第 28 条第４項による失職      0 

警察本部 

処分の種類 

処分事由 
降 任 免 職 休 職 降 給 合 計 失職 

勤務実績がよくない場合 

（地公法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 

（地公法第 28条第 1項第 2号） 

（地公法第 28条第 2項第 1号） 

0 0 16 0 16 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 

合 計 0 0 16 0 16 

地公法第 28 条第４項による失職      0 
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イ 懲戒処分者数 

 知事部局等 

処分の種類 

処分事由 
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29条第 1項第 1号） 
0 2 0 0 2 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 

（地公法第 29条第 1項第 2号） 

0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 

（地公法第 29条第 1項第 3号） 

0 0 0 0 0 

合 計 0 2 0 0 2 

 教育委員会 

処分の種類 

処分事由 
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29条第 1項第 1号） 
0 2 0 1 3 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 

（地公法第 29条第 1項第 2号） 

0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 

（地公法第 29条第 1項第 3号） 

0 0 0 0 0 

合 計 0 2 0 1 3 

 警察本部 

処分の種類 

処分事由 
戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

職務上の義務に違反し又は職務を

怠った場合 

（地公法第 29条第 1項第 2号） 

0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくな

い非行のあった場合 

（地公法第 29条第 1項第 3号） 

0 1 0 0 1 

合 計 0 1 0 0 1 

職員の服務の状況 

ア 職員の年次有給休暇の取得状況 

区 分 
総付与日数 

 ａ（日） 

総取得日数 

 b（日） 

全対象職員数 

 c（人） 

平均取得日数 

b/c（日） 

消化率 

b/ａ（％） 

知事部局等 161,947 48,517 4,256 11.4 30.0 

教育委員会 110,496 33,989 2,882 11.8 30.8 

警 察 本 部 66,580 26,120 1,697 15.3 39.2 

合      計 339,023 108,626 8,835 12.3 32.0 
 （注）対象期間：暦年（令和３年１月１日～令和３年 12月 31日） 
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イ 育児休業等の取得状況 

区  分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

育児短時間 

勤務取得者数

知事部局等 

男性職員 
43 0 1 

1 0 0 

女性職員 
117 40 16 

117 49 13 

教育委員会 

男性職員 
10 1 0 

1 0 0 

女性職員 
142 5 4 

157 2 3 

警 察 本 部 

男性職員 
18 0 0 

0 0 0 

女性職員 
13 1 0 

17 0 0 

計 
343 47 21 

293 51 16 
（注）上段には令和３年度に新たに取得した者、下段には令和２年度から令和３年度にかけて引き続いている者の数。 

（注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

ウ 介護休暇の取得状況 

介護休暇 

取得者数 

休暇の取得形式 

全日型 

中 心 

時間型 

中 心 

知事部局等 
男性職員 0 0 0 

女性職員 3 3 0 

教育委員会 
男性職員 2 2 0 

女性職員 5 5 0 

警 察 本 部 
男性職員 0 0 0 

女性職員 0 0 0 

 計 10 10 0 

介護休暇承認期間 

１月以下 
１月超え 

２月以下 

２月超え 

３月以下 

３月超え 

４月以下 

４月超え 

５月以下 
５月超え 

知事部局等 
男性職員 0 0 0 0 0 0 

女性職員 1 1 1 0 0 0 

教育委員会 
男性職員 0 0 0 1 0 1 

女性職員 1 0 0 1 0 3 

警 察 本 部 
男性職員 0 0 0 0 0 0 

女性職員 0 0 0 0 0 0 

 計 2 1 1 2 0 4 
（注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 

エ 自己啓発休業・修学部分休業の取得状況 

自己啓発休業 

取得者数 

修学部分休業 

取得者数 

知事部局等 
男性職員 0 0 

女性職員 1 0 

教育委員会 
男性職員 0 0 

女性職員 0 0 

警 察 本 部 
男性職員 0 0 

女性職員 0 0 

 計 1 0 
（注）各項目のうち教育委員会の数値については、県費負担教職員を含むもの 
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 職員の研修及び人事評価の状況 

ア 研修の状況 

一般職員（自治研修所） 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

新規採用職員 9 30 401 市町村職員含む。 

採用２年目 3 6 98 

一般職員第Ⅰ課程 9 18 316 市町村職員含む。R2延期分含む。 

一般職員第Ⅱ課程 6 12 187 市町村職員含む。 

中堅職員 4 8 154 市町村職員含む。 

管理監督者第Ⅰ課

程（旧新任係長） 
3 6 153 市町村職員対象 

新任企画員 2 4 64 

新任ＧＬ 8 12 109 

管理監督者第Ⅱ課

程（旧新任課長補

佐） 

4 8 110 市町村職員対象 

新任課長 5 9 179 市町村職員含む。 

選択研修 26 26 777 

全 15 講座 30 開催（内 4開催を中止） 

市町村職員含む。 

※日数及び回数には、オンラインを含

まない。 

 教育職員（教育センター） 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

初任者 53 72 1,369 
教諭、養護教諭、栄養教諭、幼稚園教

諭、学校事務職員、実習教員 

経験者 39 56 1,307 6 年目研修、11 年目研修 

管理職 14 33 1,240 
校長（新任、2年目） 

教頭・副校長（新任、2・3年目） 

職務 29 73 2,169 
特別支援教育専任教員研修、教務主任

研修等 

テーマ研修 28 76 2,094 キャリア教育研修、体育科実技研修等 

能力開発 44 59 1,144 教科等、生徒指導等、情報教育 

出前講座 123 123 2,596 
教育課題、教科等、情報教育、教育相

談、特別支援教育等 
 （注）対象：小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、幼稚園 

 警察職員（警察学校） 

研修名等 研修回数 研修日数 受講者数 備  考 

初任科 2 477 51 短期課程（6月）、長期課程（10月） 

一般職員初任科 1 26 10 一般職員対象 

初任補修科 2 142 46 短期課程（2月）、長期課程（3月） 

警部補・巡査部長任用科 1 12 3 巡査部長１回 

部門別任用科 4 74 49 生活安全、刑事、交通、警備 

専科（業務に直結） 25 143 220 交通事故事件捜査、被害者支援等 
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イ 人事評価の状況 

区  分 項   目 評定回数 評定時期 評定対象者数 

知事部局等 
人事評価（病院局医療職等を除く） ２ 3年 9月、4年 3月 3,608 人 

人事評価（病院局医療職等） 1 4年 9月 1,093 人  

教育委員会 

人事評価（事務局等職員） ２ 3年 9月、4年 3月 628 人 

勤務評価（県立学校教育職員） １ 4年 2月 2,017 人 

勤務評価（市町村立学校教職員） １ 4年 2月 4,419 人 

警   察 人事評価 ２ 3年 9月、4年 3月 1,728 人 

職員の福祉及び利益の保護の状況 

ア 安全衛生管理体制 

選任状況 

区 分 

総括安全 

衛生管理者 
安全管理者 衛生管理者 

安全衛生 

推進者等 

選
任
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
選
任

事
業
場
数

選
任
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
選
任

事
業
場
数

選
任
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
選
任

事
業
場
数

選
任
者
数

選
任
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
選
任

事
業
場
数

知事部局等 6 6 7 7 21 20 27 51 51 

教育委員会 0 0 0 0 36 36 39 27 27 

警 察 本 部 0 0 0 0 8 8 12 5 5 

選任状況 

区 分 

産  業  医 
委  員  会 

衛生委員会 安全委員会 左
の
う
ち
、
安
全
衛
生

委
員
会
と
し
て
設
置

し
て
い
る
事
業
場
数

選
任
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
選
任

事
業
場
数

選
任
者
数

実
選
任
者
数

設
置
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
設
置

事
業
場
数

設
置
す
べ
き

事
業
場
数

う
ち
選
任

事
業
場
数

知事部局等 21 21 21 17 21 21 7 7 7 

教育委員会 36 35 35 35 36 36 0 0 0 

警 察 本 部 8 8 8 9 8 8 0 0 0 

イ 職員のための福利厚生活動事業費 

知事部局等 

事業名 事業の概要・目的 
決算額 

（千円） 

職員会館管理・運営事業 
職員が健康づくりや文化的教養を高める施設として、

職員会館の管理・運営を行った。 
12,195 

労働安全・衛生事務 

職員が職場で安全で健康に働けるようにするため、安

全衛生委員会の開催や、安全管理者、衛生管理者、産業

医の設置等を行った。 

6,967 

健康相談・指導事務 

職員が身体の疾病を予防し、健康の保持、増進に関し

て適切なアドバイスが受けられるように健康相談、健康

教育等を実施した。 

200 

メンタルヘルス対策事業 

精神疾患の予防や病気、医療に関して適切なアドバイ

スが受けられるようにストレスチェック制度、職員相

談、専門相談、研修等を実施した。 

11,375 

健康診断事業 

職員に対して、法定健康診断及び生活習慣病対策とし

ての各種健康診断を実施した。また、健康管理システム

を運用し、職員の健康管理を図った。 

49,901 

被服貸与費 島根県職員被服等貸与規程に基づき職員に被服（作業 5,661 
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衣、白衣等）を貸与した。 

合  計  86,299 

教育委員会 

事業名 事業の概要・目的 
決算額 

（千円） 

労働安全･衛生推進事務 

職場の環境改善や教職員の健康管理を徹底するため、

衛生委員会の開催や衛生管理者・産業医を配置、またそ

れに伴う研修等を行った。 

2,531 

メンタルヘルス対策事業 

教職員が心の健康についての理解を深め、予防と早期

の対処を行えるようストレスチェックの実施、専門相談

や研修会等を実施した。 

7,625 

健康診断事業 

教職員の疾病の早期発見や予防に努め、心身ともに健

康で働くことができるよう、各種法定健康診断等を実施

した。 

45,610 

合  計  55,766 

 警察本部 

事業名 事業の概要・目的 
決算額 

（千円） 

労働安全・衛生事務 

職員が職場で安全で健康に働けるようにするため、安

全衛生委員会の開催や、衛生管理者・産業医の配置等を

行った。 

6,063 

健康相談・指導事務 

職員が身体の疾病を予防し、健康の保持、増進に関し

て適切なアドバイスが受けられるように、健康相談・健

康教育等を実施した。 

489 

メンタルヘルス対策事業 

職員が心の健康についての理解を深め、精神疾患の予

防や病気、医療に関して適切なアドバイスが受けられる

ように健康相談、研修、ストレスチェック制度、職場復

帰支援制度等を実施した。 

121 

生活支援事業 
職員が将来に向けて生活設計が立てられるようにラ

イフプランセミナーを実施した。 
1,034 

健康診断事業 

職員が健康に働くことができるように疾病予防や早

期発見・早期治療を目的とし、各種法定健康診断等を実

施した。 

25,090 

合  計  32,797 

ウ 職員の健康診断の状況 

健康診断の種類 
知事部局等 教育委員会 警察本部 

対象者 受診者 対象者 受診者 対象者 受診者 

雇入時健康診断 276 276 297 297 61 61 

定期健康診断 2,200 2,200 2,721 2,691 1,200 1,200 

人間ドック 2,118 2,118 1,218 1,218 553 553 

エ 勤務条件に関する措置の要求の状況 

    令和３年度中において人事委員会からの勧告はなかった。 
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オ 不利益処分に関する不服申立の状況 

    令和３年度中において人事委員会から是正の指示はなかった。 
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３　人事委員会の報告について

　職員の競争試験及び選考の状況

　　ア　競争試験

　　 (ｱ)　採用試験

　　　　ａ　試験実施概要

試 験 区 分 受　験　資　格 受　付 第 1 次 第 2 次
期　間 試　験 試　験

行政B（自己
アピール
型）

平成4年4月2日か
ら平成12年4月1日
までに生まれた者
若しくは平成12年
4月2日以降に生ま
れた者で、学校教
育法による大学を
卒業した者又は令
和4年3月31日まで
に卒業見込みの者

3月1日
から
3月25日
まで

4月18日 5月22日～
25日

基礎能力試験
　択一式　70分
（SPI3（基礎能
力検査のみ））
自己アピール論
文試験

人物試験
　自己PR型面接
　個別面接
　集団討論
適性検査

心理・児童
福祉・農
業・畜産・
林業・総合
土木・建
築・機械・
電気

8月31日
から
10月1日
まで

10月23日
から
10月24日
まで

－ 教養試験
　五肢択一式
　40問120分
専門試験
　五肢択一式
 　40問120分
　（畜産）
　五肢択一式
 　30問120分

（ 農 業 ・ 林
業 ・ 建 築 ・ 機
械）
人物試験
　個別面接
論文試験
適性検査
実技試験
　（建築のみ）

－

試験の
種　類

人物試験
　個別面接
　集団討論
  (行政のみ)
論文試験
適性検査
筆記実技
（建築、警察建築
のみ）

教養試験
 五肢択一式
　50問150分
専門試験
 五肢択一式
  40問120分
 択一式及び
　記述式　120分
　（情報処理）
 五肢択一式
　55問から20問
　自由選択90分
　（警察事務）

7月24日
から
7月30日
まで

4月23日
から
5月21日
まで

行政A・化
学・心理・
児童福祉・
保健師・食
品衛生・管
理栄養士・
農業・畜
産・林業・
水産・総合
土木・建
築・機械・
電気・警察
事務・少年
補導・警察
建築・情報
処理

大学卒業
程度試験

［行政・総合土
木］
平成4年4月2日か
ら平成12年4月1日
までに生まれた者
若しくは平成12年
4月2日以降に生ま
れた者で、学校教
育法による大学を
卒業した者又は令
和4年3月31日まで
に卒業見込みの者
［行政・総合土木
を除く試験区分］
平成元年4月2日か
ら平成12年4月1日
までに生まれた者
若しくは平成12年
4月2日以降に生ま
れた者で、学校教
育法による大学を
卒業した者又は令
和4年3月31日まで
に卒業見込みの者

試　験　日　程 試　験　内　容

6月20日

第１次試験 第２次試験
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試 験 区 分 受　験　資　格 受　付 第 1 次 第 2 次
期　間 試　験 試　験

試験の
種　類

試　験　日　程 試　験　内　容

第１次試験 第２次試験

心理・児童
福祉・農
業・畜産・
林業・総合
土木・機
械・電気

11月26日
から
12月17日
まで

1月8日
から
1月9日
まで

－ 教養試験
　五肢択一式
　40問120分
専門試験
　五肢択一式
 　40問120分
　（畜産）
　五肢択一式
 　30問120分

（ 農 業 ・ 林
業・機械）
人物試験
　個別面接
論文試験
適性検査

－

総合土木・
建築

平成12年4月2日か
ら平成16年4月1日
までに生まれた者
（ただし、学校教
育法による高等学
校在学中の者を除
く）

4月23日
から
5月21日
まで

6月20日 7月25日
から
7月30日
まで

教養試験
　五肢択一式
　40問120分
専門試験
　五肢択一式
 　35問105分
　（総合土木）
　五肢択一式
 　30問90分
　（建築）

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査

一般事務・
総合土木・
建築・学校
事務A,B(出
雲)・学校事
務A,B(石
見)・警察事
務・情報処
理

［学校事務A]
平成4年4月2日か
ら平成12年4月1日
までに生まれた者
[学校事務Aを除く
試験区分]
平成12年4月2日か
ら平成16年4月1日
までに生まれた者

7月28日
から
8月27日
まで

9月26日 10月26日
から
10月28日
まで

教養試験
　五肢択一式
　50問120分
専門試験
　五肢択一式
　40問120分
（総合土木・建
築）

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査

臨床検査技
師

平成5年4月2日以
降に生まれた者
で、臨床検査技師
の免許を有する者
（取得見込み含
む）

4月23日
から
5月21日
まで

6月20日 7月25日
から
7月30日
まで

教養試験
　五肢択一式
　50問150分
専門試験
　五肢択一式
　40問120分

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査

司書 平成4年4月2日以
降に生まれた者
で、司書の資格を
有する者（取得見
込み含む）

7月28日
から
8月27日
まで

9月26日 10月26日
から
10月28日
まで

教養試験
　五肢択一式
　50問120分
専門試験
　五肢択一式
　40問120分

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査

高校卒業
程度試験

資格免許
職試験
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試 験 区 分 受　験　資　格 受　付 第 1 次 第 2 次
期　間 試　験 試　験

試験の
種　類

試　験　日　程 試　験　内　容

第１次試験 第２次試験

経験者
採用試験

行政 昭和45年4月2日か
ら平成4年4月1日
までに生まれた者

8月4日
から
9月17日
まで

10月17日 11月27日
から
11月29日
まで

教養試験
 五肢択一式
  50問120分
自己アピール論
文試験

人物試験
　自己PR型面接
　個別面接
適性検査

10月採用男
性 ・10月採
用女性

昭和62年4月2日以
降に生まれた者
で、学校教育法に
よる大学を卒業し
た者（9月30日ま
での卒業見込者含
む）

3月8日
から
4月16日
まで

5月9日 6月13日
から
6月15日
まで

教養試験
 五肢択一式
  50問150分
身体・体力検査
特技加点

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査
身体検査①
身体検査②
体力検査

４月採用男
性・４月採
用女性・武
道

［男性・女性］
昭和63年4月2日以
降に生まれた者
で、学校教育法に
よる大学を卒業し
た者（卒業見込者
含む）
[武道]
次のア及びイに該
当する者
ア　平成7年4月2
日以降に生まれた
男性で、学校教育
法による大学を卒
業した者（卒業見
込者含む）
イ　柔道又は剣道
の段位3段以上の
者

同上 同上 同上 教養試験
 五肢択一式
  50問150分
身体・体力検査
特技加点
（武道を除く）

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査
身体検査①
身体検査②
体力検査

警察官
(大学卒・
第２回)
試験

男性 ・女性 ［男性・女性］
昭和63年4月2日以
降に生まれた者
で、学校教育法に
よる大学を卒業し
た者（卒業見込者
含む）

5月17日
から
6月16日
まで

7月11日 8月25日
から
8月27日
まで

教養試験
 五肢択一式
  50問150分
身体・体力検査
特技加点

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査
身体検査

警察官
(大学卒・
第１回）
試験
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試 験 区 分 受　験　資　格 受　付 第 1 次 第 2 次
期　間 試　験 試　験

試験の
種　類

試　験　日　程 試　験　内　容

第１次試験 第２次試験

警察官
(高校卒業
程度)
試験

男性 ・女性
・武道

[男性・女性]
昭和63年4月2日か
ら平成16年4月1日
までに生まれた者
（ただし、学校教
育法による大学を
卒業した者及び卒
業見込みの者を除
く）
[武道]
次のア及びイのい
ずれにも該当する
者
ア　平成7年4月2
日から平成16年4
月1日までに生ま
れた男性（ただ
し、学校教育法に
よる大学を卒業し
た者及び卒業見込
みの者を除く）
イ　柔道又は剣道
の段位3段以上の
者（柔道は、令和
4年3月31日までに
高校卒業見込みの
者に限り、段位2
段以上）

7月28日
から
8月27日
まで

9月19日 11月1日
から
11月3日
まで

教養試験
 五肢択一式
  50問120分
身体・体力検査
特技加点
（武道を除く）

人物試験
　個別面接
作文試験
適性検査
身体検査
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ｂ　試験実施結果

試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 109 78 3 81 74.3% 73 3 76 71 29 29 35.8% 2.8 24
行 政 Ａ 47 女 45 33 1 34 75.6% 32 32 32 24 24 70.6% 1.4 21

計 154 111 1 3 115 74.7% 105 3 108 103 53 53 46.1% 2.2 45
男 102 73 1 1 1 76 66.7% 26 1 27 23 9 9 13.2% 7.6 7

行 政 Ｂ 20 女 57 51 1 1 53 87.7% 23 1 24 21 13 1 14 28.0% 3.6 12
(自己アピール型） 計 159 123 2 2 1 129 74.2% 49 1 1 51 44 22 1 23 19.5% 5.1 19

男 8 4 4 50.0% 2 2 1 0 0.0% 0
化 学 2 女 4 3 3 75.0% 3 3 3 2 2 66.7% 1.5 2

計 12 7 7 58.3% 5 5 4 2 2 28.6% 3.5 2
男 1 0 0.0% 0 0

心 理 3 女 3 2 2 66.7% 1 1 1 1 1 50.0% 2.0 1
計 4 2 2 50.0% 1 1 1 1 1 50.0% 2.0 1
男 2 2 2 100.0%

児 童 福 祉 4 女 2 1 1 50.0%
計 4 3 3 75.0% 0 - -
男 2 2 2 100.0% 2 2 2 1 1 50.0% 2.0 1

保 健 師 8 女 9 9 9 100.0% 8 8 8 7 7 77.8% 1.3 7
計 11 11 11 100.0% 10 10 10 8 8 72.7% 1.4 8
男 0 0

食　品　衛　生 1 女 3 2 2 66.7% 2 2 2 1 1 50.0% 2.0 1
計 3 2 2 66.7% 2 2 2 1 1 50.0% 2.0 1
男 2 0 0.0% 0 0

管 理 栄 養 士 2 女 14 12 2 14 100.0% 6 6 6 2 2 14.3% 7.0 2
計 16 12 2 14 87.5% 6 6 6 2 2 14.3% 7.0 2
男 12 8 1 9 75.0% 6 6 6 5 5 55.6% 1.8 4

農 業 11 女 4 2 2 50.0% 2 2 1 1 1 50.0% 2.0 1
計 16 10 1 11 68.8% 8 8 7 6 6 54.5% 1.8 5
男 1 1 1 100.0% 1 1 1 0 0.0% 0

畜 産 3 女 3 1 1 33.3% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 1
計 4 1 1 2 50.0% 1 1 2 2 1 1 50.0% 2.0 1
男 10 5 5 50.0% 2 2 2 2 2 40.0% 2.5 2

林 業 8 女 0 0
計 10 5 5 50.0% 2 2 2 2 2 40.0% 2.5 2
男 2 1 1 2 100.0% 1 1 2 2 1 1 50.0% 2.0 1

水 産 1 女 0 0
計 2 1 1 2 100.0% 1 1 2 2 1 1 50.0% 2.0 1
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 16 12 1 2 15 93.8% 11 1 12 12 10 1 11 73.3% 1.4 10
総 合 土 木 19 女 2 1 1 50.0% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 0

計 18 13 1 2 16 88.9% 12 1 13 13 11 1 12 75.0% 1.3 10
男 4 2 2 50.0% 2 2 2 1 1 50.0% 2.0 1

建 築 1 女 0 0
計 4 2 2 50.0% 2 2 2 1 1 50.0% 2.0 1
男 2 2 2 100.0% 2 2 0

機 械 1 女 0
計 2 2 2 100.0% 2 2 0
男 5 3 3 60.0% 3 3 2 1 1 33.3% 3.0 1

電 気 1 女 0 0
計 5 3 3 60.0% 3 3 2 1 1 33.3% 3.0 1
男 16 9 9 56.3% 7 7 6 2 2 22.2% 4.5 2

警 察 事 務 7 女 10 6 1 1 8 80.0% 5 1 1 7 7 4 1 5 62.5% 1.6 5
計 26 15 1 1 17 65.4% 12 1 1 14 13 6 1 7 41.2% 2.4 7
男 6 5 5 83.3% 2 2 2 0 0.0% 0

少 年 補 導 6 女 11 8 1 9 81.8% 4 4 3 3 3 33.3% 3.0 3
計 17 13 1 14 82.4% 6 6 5 3 3 21.4% 4.7 3
男 1 1 1 100.0% 0 0

警 察 建 築 1 女 3 2 2 66.7% 2 2 1 1 1 50.0% 2.0 1
計 4 2 1 3 75.0% 2 2 1 1 1 33.3% 3.0 1
男 7 5 5 71.4% 4 4 3 2 2 40.0% 2.5 1

情 報 処 理 1 女 0
計 7 5 5 71.4% 4 4 3 2 2 40.0% 2.5 1
男 4 3 1 4 100.0% 1 1 25.0% 4.0 1

心　　　　　理 2 女 4 4 4 100.0% 2 2 50.0% 2.0 1
（１０月実施） 計 8 7 1 8 100.0% 3 3 37.5% 2.7 2

男 3 2 2 66.7% 1 1 50.0% 2.0 1
児 童 福 祉 4 女 0 0
（１０月実施） 計 3 2 2 66.7% 1 1 50.0% 2.0 1

男 5 4 4 80.0% 4 4 100.0% 1.0 4
農　　　　　業 5 女 0 0
（１０月実施） 計 5 4 4 80.0% 4 4 100.0% 1.0 4

男 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0
畜　　　　　産 2 女 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0
（１０月実施） 計 2 1 1 2 100.0% 0 0.0% 0

男 13 11 11 84.6% 5 5 45.5% 2.2 4
林　　　　　業 5 女 2 0 0.0% 0
（１０月実施） 計 15 11 11 73.3% 5 5 45.5% 2.2 4

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 4 2 1 3 75.0% 1 1 2 66.7% 1.5 2
総　合　土　木 7 女 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0
（１０月実施） 計 5 2 2 4 80.0% 1 1 2 50.0% 2.0 2

男 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0
建　　　　　築 1 女 0 0
（１０月実施） 計 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0

男 2 1 1 50.0% 0 0.0% 0
機　　　　　械 1 女 0 0
（１０月実施） 計 2 1 1 50.0% 0 0.0% 0

男 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1
電　　　　　気 1 女 0 0
（１０月実施） 計 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1

男 0 0
心 理 1 女 3 3 3 100.0% 1 1 33.3% 3.0 1
（１ 月 実 施） 計 3 3 3 100.0% 1 1 33.3% 3.0 1

男 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 0
児 童 福 祉 3 女 0 0
（１ 月 実 施） 計 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 0

男 5 2 1 3 60.0% 2 2 66.7% 1.5 1
農 業 3 女 0 0
（１ 月 実 施） 計 5 2 1 3 60.0% 2 2 66.7% 1.5 1

男 0 0
畜 産 2 女 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1
（１ 月 実 施） 計 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1

男 6 5 5 83.3% 2 2 40.0% 2.5 2
林 業 3 女 0 0
（１ 月 実 施） 計 6 5 5 83.3% 2 2 40.0% 2.5 2

男 0 0
総 合 土 木 5 女 2 1 1 2 100.0% 1 1 2 100.0% 1.0 2
（１ 月 実 施） 計 2 1 1 2 100.0% 1 1 2 100.0% 1.0 2

男 1 1 1 100.0% 0
機 械 1 女 0 0
（１ 月 実 施） 計 1 1 1 100.0% 0

男 0 0
電 気 1 女 0 0
（１ 月 実 施） 計 0 0

男 355 245 1 3 13 262 73.8% 143 0 1 6 150 135 80 0 0 3 83 31.7% 3.2 70

合 計 194 女 184 143 6 2 2 153 83.2% 90 2 1 0 93 87 66 1 1 1 69 45.1% 2.2 62

計 539 388 7 5 15 415 77.0% 233 2 2 6 243 222 146 1 1 4 152 36.6% 2.7 132

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

大

学

卒

業

程

度

試

験

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし
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行政Ｂ（自己アピール型）を除く試験区分・・・ 第１次試験：６月２０日　　第２次試験：７月２４日～３０日
１０月実施試験：１０月２３日～２４日（２次試験なし）
１月実施試験：１月８日～９日（２次試験なし）
行政Ｂ（自己アピール型）・・・第１次試験：４月１８日　第２次試験：５月２２日～２５日
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 5 1 4 5 100.0% 1 4 5 5 1 3 4 80.0% 1.3 3
総 合 土 木 7 女 0 0
（６月実施） 計 5 1 4 5 100.0% 1 4 5 5 1 3 4 80.0% 1.3 3

男 0 0
建 築 1 女 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 1
（６月実施） 計 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 1

男 34 13 17 30 88.2% 10 15 25 23 3 6 9 30.0% 3.3 7
一 般 事 務 14 女 15 2 5 4 11 73.3% 2 5 3 10 10 2 3 3 8 72.7% 1.4 7

計 49 2 18 21 41 83.7% 2 15 18 35 33 2 6 9 17 41.5% 2.4 14
男 16 1 15 16 100.0% 1 13 14 14 13 13 81.3% 1.2 8

総 合 土 木 7 女 5 5 5 100.0% 3 3 3 3 3 60.0% 1.7 0
計 21 1 20 21 100.0% 1 16 17 17 16 16 76.2% 1.3 8
男 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 1

建 築 1 女 1 1 1 100.0% 1 1 1 1 1 100.0% 1.0 1
計 2 2 2 100.0% 2 2 2 2 2 100.0% 1.0 2
男 11 6 1 3 1 11 100.0% 4 1 5 3 1 1 9.1% 11.0 1

学 校 事 務 Ａ 1 女 19 10 2 2 14 73.7% 1 1 1 0 0.0%
（出雲地区） 計 30 16 3 5 1 25 83.3% 5 1 6 4 1 1 4.0% 25.0 1

男 4 1 1 2 50.0% 1 1 1 0 0.0%
学 校 事 務 Ａ 2 女 9 3 2 1 6 66.7% 3 1 1 5 5 2 2 33.3% 3.0 2
（石見地区） 計 13 3 3 2 8 61.5% 3 1 2 6 6 2 2 25.0% 4.0 2

男 5 1 2 2 5 100.0% 2 2 1 0 0.0%
学 校 事 務 Ｂ 1 女 5 1 3 1 5 100.0% 2 1 3 3 1 1 2 40.0% 2.5 1
（出雲地区） 計 10 1 1 5 3 10 100.0% 2 3 5 4 1 1 2 20.0% 5.0 1

男 3 3 3 100.0% 3 3 3 1 1 33.3% 3.0
学 校 事 務 Ｂ 2 女 4 1 3 4 100.0% 3 3 2 1 1 25.0% 4.0 1
（石見地区） 計 7 1 6 7 100.0% 6 6 5 2 2 28.6% 3.5 1

男 4 3 1 4 100.0% 3 3 2 1 1 25.0% 4.0 1
警 察 事 務 2 女 10 2 6 2 10 100.0% 2 5 2 9 9 1 4 5 50.0% 2.0 4

計 14 2 9 3 14 100.0% 2 8 2 12 11 1 5 6 42.9% 2.3 5
男 0

情 報 処 理 1 女 0
計 0 0

男 83 8 1 42 26 77 92.8% 5 0 31 23 59 53 1 0 20 9 30 39.0% 2.6 21

合 計 39 女 69 13 8 27 9 57 82.6% 4 4 20 8 36 35 2 3 13 5 23 40.4% 2.5 17

計 152 21 9 69 35 134 88.2% 9 4 51 31 95 88 3 3 33 14 53 39.6% 2.5 38

６月実施試験　第１次試験：６月２０日　　第２次試験：７月２５日～３０日
９月実施試験　第１次試験：９月２６日　　第２次試験：１０月２６日～２８日
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 3 3 3 100.0% 3 3 3 2 2 66.7% 1.5 2
臨床検査技師 1 女 1 0 0.0% 0 0

計 4 3 3 75.0% 3 3 3 2 2 66.7% 1.5 2
男 3 1 1 33.3% 1 1 1 0 0.0% 0

司 書 1 女 5 2 2 4 80.0% 2 1 3 3 1 1 25.0% 4.0 1
計 8 3 2 5 62.5% 3 1 4 4 1 1 20.0% 5.0 1

男 6 4 0 0 0 4 66.7% 4 0 0 0 4 4 2 0 0 0 2 50.0% 2.0 2

合 計 2 女 6 2 2 0 0 4 66.7% 2 1 0 0 3 3 1 0 0 0 1 25.0% 4.0 1

計 12 6 2 0 0 8 66.7% 6 1 0 0 7 7 3 0 0 0 3 37.5% 2.7 3

臨床検査技師・・・第１次試験：６月２０日　第２次試験　７月２５日～３０日
司書・・・第１次試験：９月２６日　第２次試験　１０月２６日～２８日
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 103 56 2 3 7 68 66.0% 23 1 1 2 27 24 8 1 9 13.2% 7.6 9
行 政 14 女 30 18 2 1 1 22 73.3% 10 1 11 10 8 8 36.4% 2.8 8

計 133 74 4 4 8 90 67.7% 33 2 1 2 38 34 16 1 17 18.9% 5.3 17

男 103 56 2 3 7 68 66.0% 23 1 1 2 27 24 8 0 0 1 9 13.2% 7.6 9

合 計 14 女 30 18 2 1 1 22 73.3% 10 1 0 0 11 10 8 0 0 0 8 36.4% 2.8 8

計 133 74 4 4 8 90 67.7% 33 2 1 2 38 34 16 0 0 1 17 18.9% 5.3 17

第１次試験：１０月１７日　第２次試験：１１月２７日～２９日

経

験

者

4
8

号
外

第
114号

島
根

県
報

令
和
４

年
９
月

30日



試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

大 学 卒 男 1 1 1 100.0% 1 1 1 0 0.0% 0
第 １ 回 1 女 0
（ 武 道 ） 計 1 1 1 100.0% 1 1 1 0 0.0% 0
大 学 卒 男 15 9 9 60.0% 8 8 8 3 3 33.3% 3.0 2
第 １ 回 10 女 0
（１０月採用） 計 15 9 9 60.0% 8 8 8 3 3 33.3% 3.0 2
大 学 卒 男 0
第 １ 回 2 女 2 2 2 100.0% 1 1 1 1 1 50.0% 2.0 1
（１０月採用） 計 2 2 2 100.0% 1 1 1 1 1 50.0% 2.0 1
大 学 卒 男 87 58 58 66.7% 51 51 46 20 20 34.5% 2.9 12
第 １ 回 25 女 0
（４月採用） 計 87 58 58 66.7% 51 51 46 20 20 34.5% 2.9 12
大 学 卒 男 0
第 １ 回 7 女 12 10 10 83.3% 7 7 7 4 4 40.0% 2.5 3
（４月採用） 計 12 10 10 83.3% 7 7 7 4 4 40.0% 2.5 3
大 学 卒 男 82 46 46 56.1% 41 41 29 12 12 26.1% 3.8 5
第 ２ 回 10 女 0

計 82 46 46 56.1% 41 41 29 12 12 26.1% 3.8 5
大 学 卒 男 0
第 ２ 回 3 女 23 12 12 52.2% 10 10 7 5 5 41.7% 2.4 4

計 23 12 12 52.2% 10 10 7 5 5 41.7% 2.4 4
高校卒業程度 男 3 2 1 3 100.0% 2 2 2 0 0.0% 0
（ 武 道 ） 1 女 0

計 3 2 1 3 100.0% 2 2 2 0 0.0% 0
男 63 2 37 13 52 82.5% 2 31 10 43 40 1 13 3 17 32.7% 3.1 16

高校卒業程度 22 女 0
（ 男 性 ） 計 63 2 37 13 52 82.5% 2 31 10 43 40 1 13 3 17 32.7% 3.1 16

男 0
高校卒業程度 7 女 25 5 14 4 23 92.0% 4 12 2 18 17 3 5 1 9 39.1% 2.6 9
（ 女 性 ） 計 25 5 14 4 23 92.0% 4 12 2 18 17 3 5 1 9 39.1% 2.6 9

男 251 114 2 39 14 169 67.3% 101 2 33 10 146 126 35 1 13 3 52 30.8% 3.3 35

合 計 88 女 62 24 5 14 4 47 75.8% 18 4 12 2 36 32 10 3 5 1 19 40.4% 2.5 17

計 313 138 7 53 18 216 69.0% 119 6 45 12 182 158 45 4 18 4 71 32.9% 3.0 52

大学卒（第１回）・・第１次試験：５月９日　第２次試験：６月１３日～１５日
大学卒（第２回）・・第１次試験：７月１１日　第２次試験：８月２５日～２７日
高校卒業程度・・・・第１次試験：９月１９日　第２次試験１１月１日～３日
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イ 選考

(ｱ) 採用選考

ａ 適用根拠規定状況

部 局
計知 事 部 局 病 院 局 教 育 委 員 会 警 察 本 部 委 員 会 等

規 定

人 人 人 人 人 人細則第７条第１号・２号 17 14 31職 第 － － －
・８号

( ) ( ) ( )6 14 20
員 (行政職３級以上・公安職14

４級以上)
の 条

細則第７条第３号 1 1－ － － －
任 第

(海事職)

用 １ 細則第７条第４号 2 2－ － － －
(研究職の 級以上)2

に 号
細則第７条第５号～７号 8 80 88－ － －

関 、９～ 号11
(医療職)

す 第 条第３号14 2 2 4－ － －
(他の地方公共団体又は国の在 ( ) ( ) ( )2 2 4

る 職者)

第 条第４号14
規 － － － － － －

(かつて職員であった者)

則 第 条第５号・９号14 9 9－ － － －
(競争試験を行うことが不適当
な職)

第 条第８号14
(任命権者に委任） － － － － － －

地方公共団体の一般職の任期付職 12 1 13－ － －
員の採用に関する法律第３条

地方公共団体の一般職の任期付研
－ － － － － －

究員の採用等に関する法律第３条

50 80 1 17 148合 計 －
( ) ( ) ( )8 16 24

(注) （ ）内は割愛採用で、内数である。
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ｂ 職種別状況

部 局
計知事部局 病 院 局 教育委員会 警 察 本 部 委 員 会 等

職 種

部 ・ 次 長級 １ １

課 長 級 ２ １ ３

行 政 職 ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ １ １

企 画 員

２４ ２４
主任 主任主事 主任技師･ ･

主事 技師級･ ･

計 ２８ １ ２９

警 視 ３ ３

１０ １０警部・警部補級

公 安 職

巡 査 部 長 ２ ２

巡 査

計 １５ １５

海 事 職 １ １

学 芸 員 １ １

研 究 職

研 究 員 １ １

医療職(一) 医 師 ８ ８

医療職(二) １９ １９

医療職(三) ６１ ６１

１２ １ １３任期付職員

合 計 ５０ ８０ １ １７ １４８
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

男 1 0 0.0% 0
獣 医 師 5 女 1 0 0.0% 0

計 2 0 0.0% 0 6/27実施

男 1 0 0
薬 剤 師 1 女 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 0

計 2 1 1 50.0% 1 1 100.0% 1.0 0 6/27実施

男 4 1 2 3 0.8% 1 1 0.3% 3.0 1
職業訓練指導員 1 女 0 0
( 機 械 科 ) 計 4 1 2 3 0.8% 1 1 0.3% 3.0 1 11/6実施

男 0 0
職業訓練指導員 1 女 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1
( 美 容 科 ) 計 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1 1/15実施

男 91 50 2 8 7 67 72.5% 22 2 1 25 23 7 7 10.6% 9.4 6
島根創生推進枠 8 女 37 16 9 6 1 32 83.8% 6 1 7 6 3 3 9.7% 10.3 3 1次：10/17

（ 行 政 ） 計 128 66 11 14 8 99 77.3% 28 1 2 1 32 29 10 10 10.3% 9.9 9 2次：11/13～15

障がい者対象 男 2 2 2 100.0% 2 2 2 0 0
一 般 事 務 2 女 4 3 1 4 100.0% 3 1 4 4 2 2 50.0% 2.0 2 1次：10/31

（身体障がい者） 計 6 5 1 6 100.0% 5 1 6 6 2 2 33.3% 3.0 2 2次：11/29

障がい者対象 男 2 2 2 100.0% 1 1 1 0 0
一 般 事 務 1 女 5 3 2 5 100.0% 3 3 3 1 1 20.0% 5.0 1 1次：10/31

（知的障がい者） 計 7 5 2 7 100.0% 4 4 4 1 1 14.3% 7.0 1 2次：11/29

障がい者対象 男 11 2 1 3 4 10 90.9% 2 3 4 9 9 0 0
一 般 事 務 2 女 7 4 1 1 6 85.7% 2 1 3 3 1 1 2 33.3% 3.0 2 1次：10/31

（精神障がい者） 計 18 6 1 4 5 16 88.9% 4 3 5 12 12 1 1 2 12.5% 8.0 2 2次：11/29

男 2 1 1 50.0% 1 1 1 0 0.0% 0
障がい者対象 1 女 0 0 1次：10/31

学 校 事 務 計 2 1 1 50.0% 1 1 1 0 0.0% 0 2次：11/29

男 3 3 3 100.0% 2 2 2 1 1 33.3% 3.0 1
学 芸 員 1 女 8 6 6 75.0% 2 2 2 0 0 1次：6/20

（ 日 本 画 ） 計 11 9 9 81.8% 4 4 4 1 1 11.1% 9.0 1 2次：7/27

男 8 5 2 7 87.5% 2 1 3 2 1 1 14.3% 7.0 1
鳥 獣 対 策 1 女 3 1 1 33.3% 1 1 1 0 0.0% 0 1次：10/17

計 11 6 2 8 72.7% 3 1 4 3 1 1 12.5% 8.0 1 2次：11/21

男 2 2 2 100.0% 1 1 50.0% 2.0 1
水産練習船乗組員 1 女 0
（ 航 海 ) 計 2 2 2 100.0% 1 1 50.0% 2.0 1 9/26実施

備考

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

選

考

試

験

ｃ　公開選考試験実施結果（ａ及びｂの一部）
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在
備考

Ｕ・Ｉターン型 男 0 0
経 験 者 2 女 0 0
農 業 計 0 0 11/23実施

Ｕ・Ｉターン型 男 3 2 2 66.7% 1 1 50.0% 2.0 1
経 験 者 1 女 0 0
総 合 土 木 計 3 2 2 66.7% 1 1 50.0% 2.0 1 11/23実施

Ｕ・Ｉターン型 男 0 0
経 験 者 1 女 0 0
林 業 計 0 0 11/23実施

男 130 64 3 17 15 99 76.2% 31 0 6 6 43 40 8 0 2 2 12 12.1% 8.3 11

合 計 29 女 67 31 9 11 5 56 83.6% 14 1 4 1 20 19 7 0 1 2 10 17.9% 5.6 9

計 197 95 12 28 20 155 78.7% 45 1 10 7 63 59 15 0 3 4 22 14.2% 7.0 20

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

選

考

試

験
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R4.5.1現在

研究員 男 5 4 4 80.0% 2 2 2 0 0 0.0%

（有機化学分野） 1 女 2 2 2 100.0% 2 2 2 1 1 50.0% 2.0 1 1次:6/20,21
計 7 6 6 85.7% 4 4 4 1 1 16.7% 6.0 1 2次:7/30

研究員 男 1 1 1 100.0% 0 0

（無機化学分野） 1 女 0 0 0 0 1次:6/20,21
計 1 1 1 100.0% 0 2次:7/30

研究員 男 2 1 1 50.0% 0 0

（デザイン分野） 1 女 0 0 0 0 1次:6/20,21
計 2 1 1 50.0% 0 2次:7/30

研究員 男 0 0 0

（電子電気分野） 1 女 0 0 0 1次:6/20,21
計 0 0 2次:7/30

男 8 6 0 0 0 6 75.0% 2 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0.0% 0

合計 4 女 2 2 0 0 0 2 100.0% 2 0 0 0 2 2 1 0 0 0 1 50.0% 2.0 1

計 10 8 0 0 0 8 80.0% 4 0 0 0 4 4 1 0 0 0 1 12.5% 8.0 1

選
考
試
験
（

知
事
部
局
）

備考
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数 試験日

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R3.5.1現在

男 0.0% 0 R3.5.15

看護師 (7) 女 6 6 6 100.0% 6 6 100.0% 1.0 6 ～

（推薦枠） 計 6 6 6 100.0% 6 6 100.0% 1.0 6

男 7 5 2 7 100.0% 3 1 4 57.1% 1.8 3 R3.7.17
看護師 女 49 29 19 48 98.0% 29 18 47 97.9% 1.0 34 ～

計 56 34 21 55 98.2% 32 19 51 92.7% 1.1 37 R3.7.18

男 6 1 4 5 83.3% 3 3 60.0% 1.7 3 R3.12.4
看護師 女 15 3 10 13 86.7% 3 10 13 100.0% 1.0 13 ～

（第２回） 計 21 4 14 18 85.7% 3 13 16 88.9% 1.1 16 R3.12.5

男 0.0% 0.0% 0.0 0 R3.7.17
助産師 女 5 4 1 5 100.0% 4 4 80.0% 1.3 2 ～

計 5 4 1 5 100.0% 4 4 80.0% 1.3 2 R3.7.18

男 3 3 3 100.0% 0 0.0% R3.8.7
臨床検査技師 女 8 8 8 100.0% 4 4 50.0% 2.0 2 ～

計 11 11 11 100.0% 4 4 36.4% 2.8 2

男 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1 R3.6.5
薬剤師 女 5 4 4 80.0% 2 2 50.0% 2.0 2 ～

計 6 5 5 83.3% 3 3 60.0% 1.7 3

男 5 1 4 5 100.0% 0 0.0% R3.8.7
臨床工学技士 女 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1 ～

計 6 2 4 6 100.0% 1 1 16.7% 6.0 1

男 11 4 7 11 100.0% 1 1 2 18.2% 5.5 2 R3.8.28
理学療法士 女 1 1 1 100.0% 0 0.0% 0 ～

計 12 4 8 12 100.0% 1 1 2 16.7% 6.0 2

男 7 1 5 6 85.7% 1 1 2 33.3% 3.0 2 R3.8.28
作業療法士 女 1 1 1 100.0% 0 0.0% ～

計 8 1 6 7 87.5% 1 1 2 28.6% 3.5 2

選
考
試
験
（
病
院
局
）

(30) 第２次試験なし

(3) 第２次試験なし

第２次試験なし

(1) 第２次試験なし

(1)

(2)

第２次試験なし

(46) 第２次試験なし

(2) 第２次試験なし

(3) 第２次試験なし

第２次試験なし
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試験 試験区分 採用予定 性 受験申込 受験者数（Ｂ） 受験率 第１次試験合格者数（Ｃ） 第２次試験 最終合格者数（Ｄ） 最終合格 最終倍率 採用者数 試験日

種類 人　　員 別 者数（A） 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 (B)/(A) 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 受験者数 大学卒 短大卒 高校卒 その他 計 率(D)/(B) (B)/(D) R3.5.1現在

男 2 1 1 2 100.0% 0 0.0% R3.8.28
言語聴覚士 女 4 1 3 4 100.0% 1 1 25.0% 4.0 1 ～

計 6 2 4 6 100.0% 1 1 16.7% 6.0 1

男 R3.9.11
歯科衛生士 女 5 1 4 5 100.0% 1 1 2 40.0% 2.5 2 ～

計 5 1 4 5 100.0% 1 1 2 40.0% 2.5 2

男

歯科衛生士 女 ～

(経験者） 計 0 0

男 1 1 1 100.0% 0 0.0% R3.9.11
管理栄養士 女 21 16 2 18 85.7% 4 4 22.2% 4.5 3 ～

計 22 16 3 19 86.4% 4 4 21.1% 4.8 3 R3.9.12

男 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1 R3.10.16
栄養士 女 2 1 1 2 100.0% 1 1 50.0% 2.0 ～

計 3 1 2 3 100.0% 2 2 66.7% 1.5 1

臨床検査技師 男 R3.11.27

（第２回） 女 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1 ～

計 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1

臨床検査技師 男

（第２回） 女 ～

(経験者） 計 0 0

男 1 1 1 100.0% 0 0.0% R4.1.22
視能訓練士 女 1 1 1 100.0% 1 1 100.0% 1.0 1 ～

計 2 2 2 100.0% 1 1 50.0% 2.0 1

男 45 17 26 0 0 43 95.6% 6 7 0 0 13 30.2% 3.3 12

合計 (107) 女 125 75 43 0 0 118 94.4% 55 32 0 0 87 73.7% 1.4 68

計 170 92 69 0 0 161 94.7% 61 39 0 0 100 62.1% 1.6 80

選
考
試
験
（
病
院
局
）

(1) 第２次試験なし

(1)

第２次試験なし

(2)

(2)

(2) 第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

第２次試験なし

(1) 第２次試験なし

(2) 第２次試験なし

(1)
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 職員の給与等に関する報告及び勧告 

本委員会は県議会及び知事に対し、令和３年10月12日、地方公務員法第８条、第14条及び第26条の規

定に基づき、職員の給与等に関する報告を行い、併せて給与について勧告した。その概要は次のとおり

である。 

ア 報  告 

(ｱ) 職員給与等に関する報告 

ａ 職員給与等の状況について 

県職員の令和３年４月現在における給与等の実態は、次のとおりである。 

給料表別職員数等 

区   分 

給 料 表 

職員数 平均年齢 平均経験年数 

令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 

 人 人 歳 歳 年 年 

行 政 職 
3,731 

（31.0%） 

3,711 

（30.9%） 
42.2 42.7 20.6 21.1 

公 安 職 
1,490 

（12.4%） 

1,497 

（12.5%） 
38.0 38.1 16.8 17.0 

海 事 職 
48 

（0.4%） 

46 

（0.4%） 
35.5 36.2 16.0 16.6 

研 究 職 
226 

（1.9%） 

243 

（2.0%） 
42.2 41.7 19.2 18.5 

医 療 職 （ １ ） 
46 

（0.4%） 

46 

（0.4%） 
40.4 40.8 16.1 17.1 

医 療 職 （ ２ ） 
85 

（0.7%） 

88 

（0.7%） 
41.9 41.9 17.5 18.2 

医 療 職 （ ３ ） 
68 

（0.6%） 

72 

（0.6%） 
38.7 39.2 16.5 16.9 

高 等 学 校 等 教 育 職 
2,031 

（16.9%） 

2,016 

（16.8%） 
45.1 45.3 22.3 22.4 

中学校・小学校等 

教育職 

4,303 

（35.8%） 

4,282 

（35.7%） 
44.4 45.1 21.5 22.2 

合 計 
12,028 

（100.0%） 

12,001 

（100.0%） 
42.9 43.3 20.6 21.1 

（注）構成比については、小数点以下１位未満の端数は四捨五入したため、合計が100にならない場合がある。 
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職員の平均給与月額の状況 

区 分 

項 目 

全職員 行政職の職員 

令和３年 令和２年 令和３年 令和２年 

 円 円 円 円 

給 料 350,822 354,180 320,660 324,593 

管 理 職 手 当 6,526 6,621 8,860 8,938 

扶 養 手 当 9,836 10,184 9,348 9,729 

地 域 手 当 527 553 656 718 

住 居 手 当 5,010 4,836 4,470 4,292 

特 地 勤 務 手 当 3,963 3,954 2,677 2,655 

そ の 他 2,800 2,910 1,749 2,001 

合 計 379,484 383,238 348,420 352,926 

（注）１ 給料には、給料の調整額及び教職調整額を含む。 

２ 特地勤務手当の欄は、特地勤務手当（準ずる手当を含む。）及びへき地手当（準ずる手当を含

む。）の合計額である。 

３ その他は、単身赴任手当等である。 

ｂ 民間給与等の状況について 

本委員会は、職員の給与等と比較検討するため、人事院と共同で、企業規模50人以上で、かつ、

事業所規模50人以上の県内の民間事業所230のうちから層化無作為抽出法により抽出した127事

業所を対象に「令和３年職種別民間給与実態調査」を実施した。なお、本年は、新型コロナウイ

ルス感染症に対処する医療現場の厳しい環境に鑑み、病院は調査対象から除外した。 

この調査では、公務の行政職と類似すると認められる事務・技術関係職種4,292人について、

本年４月分として支払われた給与月額等を調査するとともに、各民間企業における給与改定の

状況等についても調査を行った。 

本年の調査完了率は、調査の重要性に対する民間事業所からの格段の理解と協力を得て、

88.6％と非常に高いものとなっており、調査結果は広く民間事業所の給与の状況を反映したも

のといえる。 

(a) 本年の給与改定等の状況 

ⅰ 初任給の状況    

新規学卒者の採用を行った事業所の割合は、大学卒で51.1％（昨年39.3％）、高校卒で

48.7％（同42.5％）となっている。そのうち初任給を増額した事業所の割合は、大学卒で

39.3％（同42.8％）、高校卒で30.0％（同37.6％）、初任給を据え置いた事業所の割合は、

大学卒で58.7％（同57.2％）、高校卒で68.0％（同62.4％）となっている。 

ⅱ 給与改定の状況 

一般の従業員（係員）の給与改定状況をみると、ベースアップを実施した事業所の割合

は29.7％(昨年34.8％)、ベースアップを中止した事業所の割合は13.8％（同13.3％）とな

っている。   

また、一般の従業員（係員）の定期昇給の実施状況をみると、定期昇給を実施した事業

所の割合は92.0％（同84.6％）、定期昇給を中止した事業所の割合は2.2％（同7.2％）であ

った。昇給額については、昨年と比べて増額となっている事業所の割合が28.2％（同

17.3％）、減額となっている事業所の割合が3.1％（同16.0％）となっている。 
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民間における給与改定の状況 

（単位：％） 

項目 

役職段階 

ベースアップ 

実施 

ベースアップ 

中止 
ベースダウン 

ベース改定 

の慣行なし 

係 員 
29.7 

（34.8） 

13.8 

(13.3) 

0.0 

(1.0) 

56.5 

(50.9) 

課長級 
22.2 

(27.1) 

17.2 

(15.1) 

0.0 

(1.0) 

60.6 

(56.8) 

（注）１ ベース改定の慣行の有無が不明及びベース改定の実施が未定の事業所を除いて集計した。 

２ （ ）内の数字は、昨年の割合である。 

民間における定期昇給の実施状況 

（単位：％） 

項 目 

役職段階 

定期昇給 

制度あり 

定期昇給 

制度なし 

 定期昇給実施 
定期昇給 

中 止 
昨年に 

比べ増額 

昨年に 

比べ減額 

昨年と 

変化なし 

係 員 
94.2 

(91.8) 

92.0 

(84.6) 

28.2 

(17.3) 

3.1 

(16.0) 

60.7 

(51.3) 

2.2 

(7.2) 

5.8 

(8.2) 

課長級 
82.8 

(86.4) 

80.5 

(75.7) 

22.1 

(15.9) 

4.5 

(11.7) 

53.9 

(48.1) 

2.3 

(10.7) 

17.2 

(13.6) 

（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベース改定と定期昇給を分離することが

できない事業所を除いて集計した。 

２ （ ）内の数字は、昨年の割合である。 

ｃ 物価及び生計費について 

本年４月の消費者物価指数（総務省）は、昨年４月に比べ、全国で0.4％、松江市で0.1％とそ

れぞれ低下している。 

また、勤労者世帯における消費支出（総務省「家計調査」）等を基礎として算定した本年４月

の松江市における２人世帯、３人世帯及び４人世帯の標準生計費は、それぞれ176,450円、

184,240円及び192,050円となっている。 

ｄ 国家公務員及び都道府県職員の給与について 

先に総務省が公表した令和２年４月１日現在の都道府県ラスパイレス指数（行政職）の平均

は、100.0であった。 

本県のラスパイレス指数は98.5（平成31年98.3）と、国家公務員より低い水準であり、都道府

県でも低い水準となっている。 
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都道府県のラスパイレス指数の分布状況 

（令和２年４月１日現在）    

指 数 分 布 区 分 都 道 府 県 数 

１０２以上 ２ 

１００以上 １０２未満 １９ 

９８以上 １００未満 ２２ 

９６以上  ９８未満 ３ 

      ９６未満 １ 

都 道 府 県 平 均 指 数 １００．０ 

島 根 県 ９８．５ 

備考 ラスパイレス指数：地方公共団体の一般行政職の給料額と国の行政職俸給表 

の適用職員の俸給額とを、学歴別、経験年数別にラスパイレス方式により対比 

させて比較し算出したもので、国を100としたもの。 

ｅ 人事院勧告等の概要 （省略） 

ｆ 職員給与と民間給与との比較 

(a) 月例給 

職員給与と民間給与との比較は、職員と民間企業従業員の同種・同等の者同士を比較する

ことを基本として、公務においては行政職給料表適用者、民間においては公務の行政職と類

似すると認められる事務・技術関係職種の者について行っている。 

また、職員と民間企業従業員では、それぞれ年齢、学歴などの人員構成が異なっており、こ

のように異なる集団間での給与の比較を行う場合には、それぞれの集団における単純な給与

の平均値を比較することは適当ではないため、主な給与決定要素である役職段階、学歴、年齢

を同じくする者同士を対比させ、精密に比較（ラスパイレス方式）を行っている。 

本年４月分の給与額について、職員給与と民間給与を比較すると、民間給与354,804円に対

して職員給与は354,675円であり、職員給与が129円（0.04％）下回っている。 

職員給与と民間給与との較差 

民間給与（Ａ） 職員給与（Ｂ） 
較  差 

Ａ－Ｂ ((A-B)/B×100) 

354,804円 354,675円 129円（0.04％） 

（注） 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていないため、職員給与の額は 

「職員の平均給与月額の状況」の表の額とは異なっている。 

(b) 特別給 

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた特別給は、平均所

定内給与月額の4.01月分に相当していた。これは、昨年（4.10月分)より減少しており、職員

の期末手当・勤勉手当の年間平均支給月数（4.10月）を0.09月分下回っている。 

職員の期末・勤勉手当と民間の特別給との差 

民間の特別給（Ａ） 職員の期末・勤勉手当（Ｂ） 差（Ａ－Ｂ） 

4.01月分 4.10月分 △0.09月分 
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ｇ 本年の給与改定 

職員の給与決定に関する諸条件については、以上述べたとおりである。 

これらの調査結果等を基に、国及び他の都道府県の動向等を踏まえ、様々な角度から慎重に検

討を重ねた結果、職員の給与について所要の措置を講ずる必要があると判断し、次のとおり報告

する。 

(a) 月例給について 

本年の民間事業所の給与等の状況をみると、ベースアップを実施した事業所の割合は昨年

と比べ減少している一方、定期昇給の昇給額が昨年と比べ増額となった事業所の割合は増加

しており、また、定期昇給の昇給額が昨年と比べて変化がない事業所の割合が５割以上とな

っているなど、全体としては昨年から大きな状況の変化はないものと考えられる。 

このような状況の中で、本年４月分の給与について、職員給与と職種別民間給与実態調査

に基づく民間給与を比較すると、前記ｆ(a)のとおり、職員給与が民間給与を129円（0.04％）

下回っているものの、ほぼ均衡している。 

よって、本年については、公民較差が極めて小さいことから、月例給の改定を行わないこと

とする。 

(b) 期末手当・勤勉手当について 

前記ｆ(b)のとおり、職員の期末手当・勤勉手当の年間平均支給月数（4.10月）は、民間事

業所の特別給の支給割合（4.01月分）を0.09月分上回っている。 

よって、職員の期末手当・勤勉手当については、民間の特別給の支給割合と均衡させるよ

う、0.10月分引き下げることが適当と判断した。 

引下げに当たっては、国と同様に民間の特別給の支給状況等を踏まえ、期末手当から差し

引くこととし、本年度については、12月期の期末手当を0.10月分引き下げ、令和４年度以降に

おいては、６月期及び12月期の期末手当をそれぞれ0.05月分ずつ引き下げることとする。 

なお、再任用職員、任期付研究員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に支給月

数を引き下げることとする。 

ｈ その他の課題 

(a) テレワーク（在宅勤務）に関する給与面での対応について 

国においては、本年の「職種別民間給与実態調査」により、民間企業における在宅勤務手当

の支給状況等について調査を行ったところ、テレワークを行う者に対して在宅勤務手当を支

給している事業所の割合は23.1％にとどまった。他方で、手当を支給していない事業所の

19.9％が今後手当の支給を検討することとしている。 

本県においても、本年の「職種別民間給与実態調査」により、島根県内の民間事業所におけ

る在宅勤務手当の支給状況等について調査を行ったところ、国と同様の調査結果が得られた。 

国は、テレワークに関する給与面での対応について引き続き研究を進めていくとしており、

その動向を注視していく必要がある。 

(b) 通勤手当の特別料金等加算について 

親の介護等のやむを得ない事情により、長距離通勤することを余儀なくされた職員の負担

軽減を図るため、通勤手当の特別料金等加算に係る要件の緩和を検討する必要がある。 

(c) 獣医師の初任給調整手当について 

 獣医師については、採用者数が採用予定者数を下回る状況が続き恒常的に欠員が生じてお

り、業務の実施に支障が出かねない状況にある。このことから、本県の獣医師の確保を図るた

め、獣医師に支給する初任給調整手当について改善する必要がある。 
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(ｲ) 人事管理に関する報告 

ａ 人材の確保及び育成 

(a) 人材の確保 

若年人口の減少や民間企業の高い採用意欲、他の自治体との競合等を背景に、近年、採用試

験の受験者数が大幅に減少しており、人材の確保が困難な状況が続いている。 

このため、これまでも、事務系職種について特別な公務員試験対策を要しない試験区分を

創設し、技術系職種についても試験日程を追加するなど、受験者確保のための試験制度の見

直しを行ってきた。 

さらに、本年度は、島根創生の重点分野において即戦力となる人材を求める新たな経験者

採用試験を開始したところである。 

今後も、試験区分ごとに検証を行い、適宜、必要に応じて試験制度の見直しを図ることとす

る。 

また、任命権者と連携のうえ、インターネットの活用等により、県職員の仕事の魅力ややり

がい等について、より効果的な情報発信を積極的に行うなど、受験者の確保に取り組んで行

く。 

障がい者の採用については、昭和 63年度から身体障がいを対象として選考試験を実施して

きたが、障がい者雇用の一層の促進を図るため、一般事務については平成 30年度から採用試

験区分を、学校事務及び警察事務については令和２年度から受験資格を、それぞれ身体・知

的・精神の３障がいに拡大したところである。 

障がい者の採用にあたっては、障がいのある職員が活躍しやすい職場づくりや人事管理を

進めることが必要であり、各任命権者は、令和２年に障がい者活躍推進計画を策定し、

そのための取組を行っている。 

引き続き、同計画に定める取組を着実に実施し、障がいのある職員が、障がい特性や

個性に応じて能力を十分に発揮し、働きやすく、やりがいを感じることができる職場づ

くりを進める必要がある。 

(b) 人材の育成 

新型コロナウイルス感染症への対応など、過去に経験のない新たな課題に直面するな

ど、複雑・高度化する行政課題に迅速かつ的確に対応し、県民の期待と信頼に応えてい

くためには、限られた人材を最大限に活用することが必要であり、職員一人一人の公務

に対する意欲と能力を高めるための人材育成がますます重要となっている。 

各任命権者においては、それぞれの人材育成基本方針などに基づき、職場研修、職場

外研修、人事異動、人事評価制度、能力発揮のための環境整備などの各施策を相互に連

携させ、人事管理全体を通じた総合的かつ計画的な人材育成に取り組んでいる。 

また、地方機関へのメンター制（注１）の拡充や採用５年目までの職員とその上司等

を対象とした研修（注２）の実施など、若手職員の育成の強化が図られているところであ

る。 

今後もこうした取組を一層進めていく必要がある。 

（注１）新規採用職員など後輩職員（メンティ）に対して、良き相談相手となる先輩職員（メ

ンター）が、業務に関することのほか、精神的なサポートも行う制度 

（注２）「若手職員育ち方研修（１年～５年目職員対象）」、「若手職員育て方研修（１年

～５年目職員の上司等対象）」などを実施 

ｂ 能力・実績に基づく人事管理の推進 

職員の意欲と能力を高め、組織の活性化と公務能率の向上を図るためには、職員の能力

と実績を適切に把握し、人員配置や昇進管理、給与処遇に適時的確に反映していくことが
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必要である。 

そのため、平成 28 年４月に施行された平成 26 年改正地方公務員法により、能力と実績

に基づく人事管理の徹底を図るべく、人事評価制度が導入され、任命権者において、人事

評価を任用、給与、分限、その他の人事管理の基礎として活用し、人事評価の結果に応じ

た措置を講じることが義務づけられたところである。 

改正法の施行後５年半が経過し、大多数の都道府県において全ての職種で評価結果が勤

勉手当・昇給に活用されており、本県においても既に人事評価が実施されていることから、

早急に評価結果を勤勉手当・昇給に活用する必要がある。 

本委員会では、これまで各任命権者に対して、この改正法の趣旨・規定を踏まえ、公正

な人事評価制度を確立し、速やかに評価結果の処遇反映を進めるよう言及してきており、

一部の任命権者を除き、令和２年１月には、勤勉手当に加えて昇給にも活用が図られてい

るところである。 

本委員会としては、引き続き、活用が進んでいない任命権者に対し、評価結果の勤勉手

当・昇給への活用に向けた取組を確認し、助言等を行うとともに、取組の状況に応じた必

要な対応について検討を行う。 

ｃ 勤務環境の整備（ワーク・ライフ・バランスの推進） 

職員が意欲を持って仕事に取り組むとともに、家庭や地域においても充実した生活を送

ることができるようにするワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を実現するこ

とは重要な課題であり、そのための勤務環境の整備に努めなければならない。 

(a) 長時間勤務の是正 

職員の健康保持や人材確保の観点等から長時間勤務の是正は喫緊の課題であり、その

縮減に取り組んでいく必要がある。 

ⅰ 新型コロナウイルス感染症の発生に伴う業務量増加への対策 

新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、知事部局では、感染症患者発生への対応、感染

症の拡大防止と医療提供体制の維持及び県内経済を守る様々な経済対策の実施など、新たな

業務が生じているところである。 

保健所をはじめとする関係部局・所属においては、県内への感染の広がりなどへの対策業

務の増加に伴い、令和２年４月以降、月 80 時間超及び 45 時間超の時間外勤務を行う職員数

が増加し、高止まり傾向にある。 

この業務量の増加に対して、事業の先送りなども行いながら、関係所属への増員や所属を

超えた応援職員の派遣を実施し、全庁で業務を分担するとともに、任期付職員と会計年度任

用職員の採用や感染症関連業務の積極的な外部委託を実施するなど、必要な人員体制の整備

と業務量の平準化等が行われているところである。 

これらの取組により、職員の健康を確保しつつ、県民の生命と生活を守る感染対策を着実

に実施できる体制を維持する必要がある。 

教育委員会では、各学校において、徹底した感染症対策を行うとともに、スクールサポー

トスタッフ及び業務アシスタントの追加配置等の体制強化を図っているところである。 

感染症の若い世代への拡大など、学校現場における対策の重要性が高まる中、引き続き、

児童生徒等の安全と教育を受ける権利が守られるよう、適切な体制を整備する必要がある。 

ⅱ 働き方改革の一層の推進 

本県では、令和元年度から、人事委員会規則により、時間外勤務命令を行うことがで

きる上限を、原則、月 45 時間、年 360 時間以内とし、臨時的な特別の事情がある場合

でも、年 720 時間以内、単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内とした。 

なお、大規模な災害への対応等公務の運営上真にやむを得ない場合には、この上限を
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超えることができる。 

上限の時間を超えた場合には、当該時間外勤務を命ずることが公務の運営上真にや

むを得なかったのか事後的に検証を行うものとしたが、緊急的な対応にあっても、職員

の勤務状況や健康状態を注視し、安易な運用にならないようにすることが重要である。 

この上限規制の導入に併せ、任命権者において、時間外勤務の縮減に向けた働き方改

革の取組が強化され、更なる業務量の削減、業務の効率化及び平準化の業務改革が推し

進められている。(注１)  

また、勤務間インターバルの確保、３６協定又はこれに準じた確認書の締結、勤務時

間の適正把握、テレビ会議システムの活用、サテライトオフィスの設置、動画配信シス

テムの導入、ＡＩ・ＲＰＡ(注２)の活用推進などの取組も行われている。 

これらの取組により、令和元年度は、対前年度比で月 80 時間超の時間外勤務を行う

職員数が約６割、月 45 時間超の時間外勤務を行う職員数が約１割、それぞれ減少した

が、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う業務量増加により、これら

長時間の時間外勤務を行う職員数が増加している。(注３) 

本委員会としては、上限規制の運用状況を把握し、必要に応じて任命権者を指導するとと

もに、任命権者の働き方改革の取組による長時間勤務是正の進捗状況を注視していく。 

（注１） 業務量の削減及び業務の効率化 … これまでも不断の見直しを図ってきたが、令

和元年度に改めて業務スクラップ（業務の外部委託・集約化、会議・調査・資料作成

等の廃止・縮小、制度・様式等の簡素化など）を一斉に実施。令和２年度に、各所属

が実施した業務スクラップの情報をリアルタイムで全庁的に共有することができる

仕組みを整備 

 業務の平準化 … 一時的・突発的な業務の発生に対して、所属を超えた当該業務

経験者の派遣により対応する制度を創設（平成31年 1月） 

（注２） ＡＩ（人工知能）：データベースに蓄積された情報をもとに、機械が人間の知的活

動を再現する技術。非定型業務（企画、分析、提案等）など判断が必要な業務の処理

が可能 

 ＲＰＡ（ロボティックプロセスオートメーション）：ソフトウエア型のロボットが、

パソコンを操作してアプリケーションを扱う各種業務を代行し、デスクワークを効率

化・自動化する技術。定型的、反復的、大量の処理件数がある単純作業の処理が可能 

（注３） 月 80時間を超える時間外勤務を行った知事部局職員の延べ人数 

 H29 ： 326人  H30 ： 202人  R元 : 74 人  R2 ： 136 人 

 月 45時間を超える時間外勤務を行った知事部局職員の延べ人数 

 H29 ： 2,106人  H30 ： 2,141人  R元 : 1,916 人  R2 ： 2,163 人 

ⅲ 教職員の負担軽減の推進 

全国的に教育職員の長時間勤務の改善が課題となる中、本県の教育職員についても、

教育職員の高い使命感と熱意に支えられて長時間勤務が行われていること、教育職員

の多忙感・負担感が限界に達している状況にあることや、健康保持やワーク・ライフ・

バランスの観点はもとより、教育をより充実させる観点からも教育職員の負担軽減と

ゆとりを持って児童・生徒と向き合える時間の確保を図る必要性があることが確認さ

れている。 

任命権者では、国のガイドラインを踏まえ、平成 31 年３月に「教職員の働き方改革

プラン」を、平成 31 年２月に「部活動の在り方に関する方針」を策定し、令和元年度

以降３年間を重点期間として、長時間勤務の是正等に向けた総合的な取組を行ってい

る。 

「教職員の働き方改革プラン」では、月あたりの時間外勤務の時間の上限の目安を原
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則月 45 時間（原則年 360 時間以内）とし、具体的な取組を掲げ、月あたり平均の数値

目標を段階的に３年以内に達成することとしている。 

「部活動の在り方に関する方針」では、中学校と高等学校における適切な休養日・活

動時間の設定の基準などを示し、各学校等において必要な見直し等を進めている。 

また、これまで、教育職員の負担軽減を図るため、事務作業を補助するスクールサポ

ートスタッフ（小中学校）及び業務アシスタント（高等学校）並びに部活動指導員及び

地域指導者の配置が拡充され、中山間地域・離島の県立高校に主幹教諭等を加配するな

どの取組が行われている。 

令和２年度の月あたり平均時間外勤務時間数は、全校種の平均で月 40.5 時間となり、

前年度から 17.5 時間減少し、目標である月 45 時間を下回ったところであるが、令和２

年度の数値には、新型コロナウイルス感染症の発生に伴う臨時休業等が影響している

と考えられるため、今後も継続的に状況を把握・分析していく必要がある。(注１) 

令和２年３月には、「教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例」が改正され、

「県立学校の教育職員の業務の量の適切な管理に関する規則」が制定された。 

この規則では、教育職員の時間外在校等時間を月 45 時間、年 360 時間（特別な事由

による場合でも、年 720 時間以内、単月 100 時間未満、複数月平均 80 時間以内）を上

限として規定し、この上限時間数を超えないように、教育委員会が教育職員の業務の量

の適切な管理を行うこととされている。 

この教育職員の業務の量の適切な管理は、全国的に取組が必要な課題であるが、本県

の教育職員についても、部活動の指導、補習授業の実施等により、多数の者が長時間の

時間外勤務を行っており、県立学校の教育職員のうち令和２年度において、月 80 時間

を超える時間外勤務をした者の割合は 8.1％、月 45 時間を超える時間外勤務をした者

の割合は 27.0％に達している状況にある。（注２） 

「教職員の働き方改革プラン」に掲げる具体的な取組を着実に実施するとともに、教

育委員会規則に基づく教育職員の業務の量の管理を適切に行い、長時間勤務の是正を

更に図る必要がある。 

（注１）教職員一人当たり月平均時間外勤務の状況（R2年度の目標45.0時間） 

 小学校  R元年度：60.1 時間 R2年度：42.2 時間 ▲17.9時間 

 中学校  R元年度：68.0 時間 R2年度：48.2 時間 ▲19.8時間 

 高等学校 R元年度：66.4 時間 R2年度：49.6 時間 ▲16.8時間 

         特別支援 R元年度：34.5 時間 R2年度：21.5時間 ▲13.0時間 

    全校種  R元年度：58.0時間 R2年度：40.5 時間 ▲17.5時間 

（注２）  年度月 80時間又は月45時間を超える時間外勤務をした教育職員の割合は、それぞ

れ、４月から３月までの間に月80時間又は月45時間を超える時間外勤務をした教育

職員の延べ人数を、同期間における毎月の教育職員数を合計した人数で除して得た割

合である。 

(b) 女性活躍推進及び仕事と生活の両立支援 

本県においては、令和２年３月、これまでの特定事業主行動計画を改定し、令和６年度まで

を計画期間とする「すべての職員がいきいきと働き、能力を発揮できる職場づくり推進計画

－島根県特定事業主行動計画－」が策定された。 

改定後の計画では、女性活躍推進の体制強化と施策の推進を図り、「男女ともにワーク・ラ

イフ・バランスを実現し、その能力を伸ばし発揮して、いきいきと働くことができる職場」を

「目指す姿」として掲げている。 

女性活躍推進については、女性管理職の割合などの数値目標を定め、女性職員が希望する

働き方を選択し、意欲を持って働くことのできる職場環境づくりや、キャリア形成の支援な
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どの取組を進めることとしている。 

仕事と生活の両立支援については、男性職員の育児休業取得率などの数値目標を定め、職

員自身や上司の意識改革、休暇制度等の周知徹底、休業等取得期間中の業務継続体制の確

保などの取組を進めることとしている。 

本年７月に公表された本計画の令和２年度の実施状況のうち、数値目標値に対する実績は

次のとおりであった。 

ⅰ全警察官に占める女性の割合（警察）（目標値10%） 

H30年：7.9% R 元年：8.6%  R2 年：9.0% R3年：9.5% 

ⅱ職員の管理職に占める女性の割合（知事部局等）（目標値15%） 

H30年：10.5% R 元年：11.0%  R2 年：12.4% R3 年：13.0% 

ⅲ初等中等教育機関の教頭以上に占める女性の割合（教育委員会）（目標値15%） 

H30年：10.3% R 元年：11.6%  R2 年：13.6% R3 年：14.8% 

ⅳ年次有給休暇の年間平均取得日数（目標値15日） 

知事部局  H29 年：11.4日  H30 年：12.2 日  R元年：12.5 日 R2年：12.1 日 

教育委員会 H28 年：10.4日 H29 年：10.8日  H30年：11.1日 R元年：10.5日 

警察    H29 年：10.3日 H30 年：11.2日  R 元年：10.9日 R2 年：13.3 日 

ⅴ男性職員の育児休業取得率（目標値 知事部局等30%、その他13%） 

知事部局等     H29 年：20.0% H30 年：16.7%    R 元年：17.1%  R2年：36.0% 

教育委員会・病院局 H29 年：1.3%  H30 年：2.3%    R 元年：5.8%   R2 年：4.0% 

警察        H29 年: －  H30 年： －    R 元年： －   R2 年：16.3% 

ⅵ男性の妻の出産休暇及び育児参加休暇を５日以上取得した職員の割合（県全体）（目標値50%） 

H29年:11.4% H30年：16.0%  R 元年：16.8% R2 年：27.4% 

引き続き、計画に掲げた「目指す姿」の実現と数値目標の達成に向けて、計画で示した

様々な取組を一つ一つ速やかに具現化し、着実に実行していくことが必要である。 

本委員会としても、女性職員がやりがいを心から感じながら活躍することができ、男女と

もにワーク・ライフ・バランスを実現できるよう、進捗状況を十分注視する。 

(c) 妊娠、出産、育児等に係る休業・休暇制度の改正 

令和２年５月に閣議決定された「少子化対策大綱」では、男性の家事・育児参画の促進や不

妊治療への支援を含め、個々人の結婚や出産、子育ての希望の実現を阻む隘路の打破に強力

に取り組むこととされ、公務員においても、職員の妊娠、出産、育児等と仕事の両立を支援す

ることが一層重要となっている。 

国家公務員においては、本年８月に人事院から国会及び政府に対して、育児休業の取得回

数制限を緩和する育児休業法改正について意見の申出がなされるとともに、不妊治療のため

の休暇の新設、非常勤職員の配偶者出産休暇・育児参加休暇の新設、非常勤職員の産前・産後

休暇の有給化などを行うことについての報告がなされた。 

本県においても、これらの職員の妊娠、出産、育児等に係る休業・休暇制度の改正を、国家

公務員に準じて、適切に行う必要がある。 

(d) 柔軟な働き方等への取組 

本県では、これまでも、年次有給休暇や夏季休暇の計画的取得や連続取得を推進して

きたが、令和２年４月から、年次有給休暇の取得日数の目標値が、年 13 日から年 15 日

に引き上げられた。 

また、より柔軟な働き方が可能となるよう、令和元年８月から導入された時差出勤勤

務制度について、本年４月から要件が更に緩和された。 

知事部局では、約１割の職員がこの制度を利用しており、通勤時間の短縮や、自己啓

発、地域活動等の時間の確保などの効果が生じている。 
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在宅勤務については、令和２年３月から新型コロナウイルス感染症拡大防止のための

在宅勤務が実施されており、同年 12 月からは、育児、介護等と仕事の両立を支援するた

めの在宅勤務の試行も開始されている。 

引き続き、休暇を取得しやすい職場環境づくりを進めるとともに、国や他の都道府県

の動向を注視しながら、柔軟な働き方を可能とする勤務時間制度や在宅勤務制度の拡充

等について、研究を行う必要がある。 

(e) メンタルヘルス対策 

行政課題の複雑・高度化による職務の困難性の増加やその他様々な要因により、スト

レスが増大している中、職員の心身の健康の保持・増進が必要である。とりわけ、長期

の休暇・休職者の中で精神疾患による職員の割合が高い状況にあることから、メンタル

ヘルス対策は重要な課題であり、管理監督者を中心に、上司、同僚も含めた職場ぐるみ

で協力・助け合う職場環境づくりに努める必要がある。 

任命権者は、これまでもメンタルヘルス研修の実施、相談体制の整備、療養後の職場

復帰支援事業等、様々な取組を継続的に行ってきており、労働安全衛生法の規定に基づ

き、ストレスチェック制度も運用されているところである。 

引き続き、メンタルヘルス対策を組織全体の重要な課題と位置付け、ストレスチェッ

ク制度の主旨を繰り返し職員に周知し、職場環境の改善やセルフケア・ラインケアによ

る予防と早期発見に積極的に活用するとともに、休職者の円滑な職場復帰と再発防止を

図るなど、実効性のある対策を進めていく必要がある。 

(f) ハラスメント防止対策 

ハラスメントは、職員の人格や尊厳を侵害し、勤務意欲を低下させ、職場環境の悪化

を招くものであり、その防止は重要な課題である。 

任命権者においては、これまでもパワーハラスメントを含むハラスメントの防止に関

して、指針の作成、研修の実施、相談窓口の設置、専門相談員の配置などの取組を行っ

てきたが、令和２年６月１日施行の労働施策総合推進法の改正や国家公務員における人

事院規則の整備状況も踏まえ、更に苦情相談体制の充実・強化など対策の強化が図られ

たところである。 

体制の強化に加え、引き続き、職員一人一人のハラスメント防止に関する意識をより

高めるなど、ハラスメントのない職場づくりの取組を一層進める必要がある。 

d 定年の引上げ 

国家公務員及び地方公務員の定年引上げについては、本年６月に「国家公務員法等の一部

を改正する法律」及び「地方公務員法の一部を改正する法律」が成立し、令和５年４月から

施行されることとなった。 

国家公務員の定年については、令和５年度から２年に１歳ずつ 65 歳まで引き上げることとさ

れており、本県においても、地方公務員法第 28条の６の規定に基づき、国家公務員の定年を基

準として定年の引上げを行う必要がある。 

さらに、定年の引上げに併せて新たに設けられた役職定年制、定年前再任用短時間勤務制及び

情報提供・意思確認制度について、地方公務員法の規定に従い、適切に導入する必要がある。 

また、国家公務員については、当分の間の措置として 60 歳を超える職員の給与水準を 60歳前

の７割水準に設定することなど、定年の引上げに伴う給与及び退職手当の取扱いについて定めら

れており、地方公務員法第 24 条の均衡の原則を踏まえ、職員の給与及び退職手当について、国に

準じた取扱いを検討する必要がある。 

そのほか、組織全体としての活力を維持しつつ、高齢層職員の能力や経験を本格的に活用

することができるよう、高齢層職員の職務のあり方や定年引上げ期間中の定員管理などに
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ついて検討を進め、職員の定年引上げを円滑かつ適切に実施する必要がある。 

(ｳ) 勧告実施の要請 

人事委員会の勧告制度は、憲法で保障された労働基本権が地方公務員には制約されているため、

その代償措置として情勢適応の原則に基づき公務員の勤務条件を社会一般の情勢に適応させるこ

とにより、公務員の適正な処遇を確保しようとするものである。 

現在、厳しい県財政の下、個々の職員は、限られた予算と人員の中で最大限の効果を発揮できる

よう、複雑・多様化する業務に対し、強い使命感をもって立ち向かっていくことが求められている。

また、新型コロナウイルス感染症や自然災害への対応が続く中において、職員は、行政サービスを

安定的に提供し、県民の安全・安心を確保するため、日々職務に精励している。給与をはじめとす

る職員の勤務条件は、そのような職員の努力や成果に的確に報いるものでなければならない。 

県議会及び知事におかれては、この報告及び勧告に深い理解を示され、本委員会の勧告どおり実

施されるよう要請する。 

イ 勧  告 

本委員会は、職員の給与等に関する報告に基づき、次の事項について改定措置を執られるよう勧告

する。 

(ｱ) 職員の給与に関する条例（昭和 26年島根県条例第１号）、県立学校の教育職員の給与に関する条

例（昭和 29 年島根県条例第６号）及び市町村立学校の教職員の給与等に関する条例（昭和 29 年島

根県条例第７号）の改正 

ａ 期末手当について 

(a) 令和３年 12月期の支給割合 

期末手当の支給割合を 1.075 月分（特定管理職にあっては、0.875 月分）とすること。 

再任用職員については、期末手当の支給割合を 0.55 月分（特定管理職にあっては、0.45 月

分）とすること。 

(b) 令和４年６月期以降の支給割合 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.125 月分ずつ（特定管理職に

あっては、それぞれ 0.925 月分ずつ）とすること。 

再任用職員については、６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 0.575

月分（特定管理職にあっては、0.475 月分）とすること。 

(ｲ) 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成 15年島根県条例第７号）の改正 

ａ 期末手当について 

(a) 令和３年 12月期の支給割合 

期末手当の支給割合を 1.45 月分とすること。 

(b) 令和４年６月期以降の支給割合 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.5月分ずつとすること。 

(ｳ) 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成 15 年島根県条例第８号）の改正 

ａ 特定任期付職員の期末手当について 

(a) 令和３年 12月期の支給割合 

期末手当の支給割合を 1.45 月分とすること。 

(b) 令和４年６月期以降の支給割合 

６月及び 12 月に支給される期末手当の支給割合をそれぞれ 1.5月分ずつとすること。 
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(ｴ) 改定の実施時期 

この改定は、令和３年 12 月１日から実施すること。ただし、(ｱ)のａの(b)、(ｲ)のａの(b)及び

(ｳ)のａの(b)については、令和４年４月１日から実施すること。 

70

号外第114号 島 根 県 報 令和４年９月30日


